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1. 事業の概要

1.1 事業の目的 

海難事故の減少・船員労働環境の改善のため自動運航船の開発が進み、また、国内では 2025年まで

の無人運航船の実用化を目指す日本財団の MEGURI2040を契機に早期実現が加速している中、国交省

も、自動運航船の実用化を推進するとともに、内航カーボンニュートラル実現のため、省エネ船に荷

役等船内自動化を追加した連携型省エネ船の普及を推進している。

 自動運航・船内自動化の普及促進には、機器開発に加え船外・船内のデジタル環境整備も必要。船

外環境については、自動車で取り組まれているダイナミックマップの様な輻輳・海象・離着桟港 3D

等の地図への情報付加（図 1.1 参照）は、船舶の自動運航でも有用で地図情報で回避など機器の機能

高度化と汎用製品化が期待されるが、付加情報の取得方法・情報利用の権利関係が課題である。また、

船内環境については、デジタル化によるケーブル・電源管理等の弱電インフラが複雑となるが、舶用

電気は強電規格で適用が難しく、陸上規格活用含むスペースが限られる小型船に即した弱電規格の整

備が課題である。

このため、昨年度は船外・船内のデジタル環境整備としてダイナミックマップについては、アン

ケート調査等により海図へ付加する情報として必要な船外環境付加情報の認定と船外環境付加情報の

取得方法の検討を実施した。また、船内弱電規格の整備については、これに対する内航船のニーズの

アンケート調査等を実施した。

今年度は、ダイナミックマップ作成のためのガイドラインの策定及びダイナミックマップの試作、

船外環境付加情報の取得技術の実証試験、及び船外環境付加情報の利用の権利関係等の調査を実施し

た。

＜自動車＞ ＜船舶＞

図 1.1 自動車と船舶のダイナミックマップでの付加情報の比較 
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1.2 事業計画 

 本事業は 2022 年度から開始し、2023 年度までの 2 年計画で実施した。本事業の事業計画書を 

添付資料 1 に示す。また、図 1.2 に本事業の実施内容、図 1.3 に本事業の実施スケジュールを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 研究会及びセミナー 

本事業を円滑に遂行するために、昨年度に外部有識者及び関係者等からなる船舶海洋分野のダイナ

ミックマップ研究会を設置したが、今年度も研究会を継続して実施し、全 3 回の研究会を実施した。

研究会の参加者名簿を添付資料 2 に示す。また、研究会の議事内容を以下に示す（研究会の開催 No.

は前年度から継続）。 

 更に、本事業の成果を広く広報するために、他の内航船の研究開発案件とタイアップして JSTRA

研究開発成果報告セミナー＜内航船の課題解決に向けて＞を開催した、概要を添付資料 3 に示す。 

 

図 1.2  実施内容 

図 1.3  実施スケジュール 

2



 

〇第 4 回「船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会」 

   日時：2023 年 5 月 30 日（火）10:00-12:00 

   場所：WEB＋対面のハイブリッド会議（AP 新橋 会議室より中継） 

   議題：①研究会参加者名簿 

      ②第３回研究会議事録（案） 

      ③今年度の事業計画（案） 

      ④船外環境付加情報の計測技術の実証実験について（案） 

      ⑤ダイナミックマッププラットフォーム（株）の取組み 

      ⑥（株）日立産業ソリューションズの取組み 

      ⑦日本ナブトール（株）の取組み 

   

〇第 5 回「船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会」 

   日時：2023 年 10 月 06 日（金）14:00-16:30 

   場所：WEB＋対面のハイブリッド会議（AP 虎ノ門 大会議室より中継） 

   議題：①研究会参加者名簿 

      ②第 4 回研究会議事録（案） 

      ③ガイドラインの策定及びダイナミックマップの試作（進捗報告） 

      ④船外環境付加情報の計測技術の実証実験について（案） 

      ⑤船舶海洋分野のダイナミックマップ作成時の法的論点（第１回報告） 

      ⑥（株）東洋信号通信社の取組み 

      ⑦（株）日本海洋科学の取組み 

 

〇第 6 回「船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会」 

   日時：2024 年 2 月 21 日（水）13:30-16:30 

   場所：WEB＋対面のハイブリッド会議（AP 新橋 大会議室より中継） 

   議題：①研究会参加者名簿 

      ②第 5 回研究会議事録（案） 

      ③船外環境付加情報の計測技術の実証実験について 

      ④ダイナミックマップにおけるデータの計測精度について 

      ⑤船舶海洋分野におけるダイナミックマップ作成時の法的論点 

      ⑥ガイドラインの策定及びダイナミックマップの試作 

      ⑦（株）岩根研究所の取組み（能登半島地震エリア空間情報の共有） 

      ⑧三菱造船（株）／Marindows（株）の取組み 

      ⑨次年度事業計画 

 

 

 

 

      

3



1.4 事業展開のイメージ 

 船舶版ダイナミックマップの整備に関する今後の事業展開を図 1.4 に示す。本図に示すように、本

事業を船舶版ダイナミックマップ整備・フェーズ 1（2022-2023 年）と位置づけ、次の展開として船舶

版ダイナミックマップ整備・フェーズ 2（2024-2025 年）ではオープンデータプラットフォームの整備

（既存改修・新規発足）やオープンデータ化の環境整備（API 規格等）を実施する予定である。 

 オープンデータプラットフォーム（OP）が整備されるとデータを OP を通して広範かつ効率的に収

集することが可能になり内航船の自動化・デジタル化に寄与するものと考えられる。また、図 1.5 に

示すように従来はサービスプロバイダーが個別に収集していたデータを OP を通して容易に収集する

ことが可能になり、サービスプロバイダーの参入が増加し、内航海運の活性化が期待される。 

 

 

図 1.4  今後の事業展開 

 

 

図 1.5 船舶版ダイナミックマップのオープンデータプラットフォームの構築のイメージ 
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2. 本年度の事業成果 

 

2.1 ガイドラインの策定及びダイナミックマップの試作 

 2022 年度の成果を踏まえて、船外環境情報の利用・取得方法、海図等の開発動向及び活用方法をと

りまとめ、これらを基にデータを利用しようとするユーザーがダイナミックマップを利用する際に準

拠すべきガイドラインを策定した。 

また、船舶ダイナミックマップのイメージを共有及び明確化するために、試作として船外環境デー

タ（水深、船舶輻輳度など）を実際に地図上に表示・重畳させ、当該データを画面表示させたことに

よる効果及びプログラム等によるデータ処理の活用の効果を海運及び海洋土木の関係者にアンケート

を取ることにより検証した。 

 

 調査結果を添付資料 4 に示す。 

 

2.2 船外環境付加情報の計測技術等に関する技術の実証実験 

 2022 年度は、付加情報の取得方法として期待される衛星画像を利用した計測技術並びに船舶の離着

桟港の岸壁の 3D モデル化に関する計測技術の２つの技術について技術調査を実施した。 

 今年度はこの成果を踏まえ、それぞれ次の技術について、技術実証を行った。 

（１）衛星技術 

 ①衛星画像（光学）からの水深計測 

 ②衛星画像（光学）からの養殖筏、定置網の検出 

（２）離着桟港の岸壁の 3D モデル化技術 

 ①カメラ一体型 LIDAR による岸壁の空中部の 3D 計測・モデル化 

 ②ドローンによる岸壁の空中部の 3D 計測・モデル化 

 ③写真測量による岸壁の空中部の 3D 計測・モデル化 

 ④水中スキャナー及び LIDAR による岸壁の水中部及び空中部の一体型 3D 計測・モデル化 

（３）岸壁付近の潮流の計測技術 

 ①ドップラー流速計による岸壁付近の潮流の計測技術 

 

実証試験結果を添付資料 5 に示す。 

 

2.3 外部環境データの利用に関する権利関係の調査検討 

 外部環境データをダイナミックマップに付加情報として利用する際、付加情報の取得方法・情報利

用の権利関係が課題である。そのため、2023年度は付加情報に関する2022年度の調査結果を踏まえ、

その権利関係等について以下の調査検討を実施した。 

（１）外部環境データ及びダイナミックマップの法的性質の整理 

（２）外部環境データの利用に関する権利関係の調査検討 

（３）自動運航関連データの利用に係る権利関係の調査検討 

（４）データプラットホームに関する調査検討 

 

調査結果を添付資料 6 に示す。 

5



 

3. まとめ 

 

 今年度の事業成果の概要を各調査項目について以下に述べる。 

 

(1) ガイドラインの策定及びダイナミックマップの試作 

  交通・海象等の自動運航等に必要なデータ項目と利用地域を整理し、データの取得方法・利用可能

な既存データの所在、データ利用の権利関係等をまとめた情報サービス提供者・利用者向けガイドラ

インを策定した。また、ダイナミックマップのイメージを共有及び明確化するために、試作として船

外環境データを実際に地図上に表示及び重畳させてその有用性を明らかにした。 

 以上の成果をガイドラインとして小冊子にまとめ添付資料 7 に示す。 

  

(2) 船外環境付加情報の計測技術等に関する技術の実証実験 

  船外環境付加情報の取得技術として期待される衛星画像（光学）を利用した計測技術並びに離着桟

港 3D モデル化に関する計測技術の２つの技術について実証実験を行い、それぞれの技術の有用性、

可能性及び課題等を明らかにした。 

 

(3) 外部環境データの利用に関する権利関係の調査検討 

 外部環境データ及びダイナミックマップの法的性質を整理し、これを踏まえて外部環境データの利

用に関する権利関係を調査検討した。また、これらのデータを共有・一元化する仕組み、即ちデータ

プラットフォームが今後必要になると考えられるが、いろんなタイプのデータプラットフォームにつ

いて法的な面からこれらのタイプの概要、課題及び課題に対する解決策を取りまとめた。 

 

 

                                          以上 
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添付資料 1 

 内航自動化・デジタル化の環境整備 事業計画 
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添付資料 2 

MEGURI 2040 船舶海洋分野のダイナミックマップ

研究会 委員等名簿 
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⽒名 勤務先

委員⻑ 1 清 ⽔ 悦 郎 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学
学術研究院　海洋電⼦機械⼯学部⾨  教授

委員 2 村 ⼭ 英 晶 国⽴⼤学法⼈東京⼤学
⼤学院　新領域創成科学研究科　海洋技術環境学専攻  教授

3 ⾼ 嶋 恭 ⼦ 学校法⼈東海⼤学
海洋学部　海洋理⼯学科航海学専攻  准教授

4 ⽯ 倉 歩 独⽴⾏政法⼈海技教育機構
海技⼤学校　学務部⻑

5 伊 藤 博 ⼦ 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所
海上技術安全研究所　海洋リスク評価系　  副系⻑

6 伊 崎 朋 康 独⽴⾏政法⼈鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構
共有船舶建造⽀援部  部⻑

7 迫 洋 輔 ⽇本⼩型船舶検査機構
業務部　検査検定課  課⻑

8 有 ⾺ 俊 朗 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会
常務執⾏役員　開発本部⻑

9 ⽚ 野 英 治 ⼀般社団法⼈⽇本造船⼯業会
技術部  課⻑

10 洲 之 内 満 彦 ⼀般社団法⼈⽇本中⼩型造船⼯業会
技術部⻑　兼　企画調査室⻑

11 ⽂ 屋 孝 哉 ⼀般社団法⼈⽇本舶⽤⼯業会
技術部  課⻑

12 伊 藤 誠 喜 ⼀般財団法⼈⽇本⽔路協会
⽔路図誌事業本部  審議役

研究
参加者 13 佐 ⽵ 賢 ⼀ 株式会社商船三井

スマートシッピング推進部　スマートシップ運航チーム  コーディネーター

14 桑 原 悟 株式会社⽇本海洋科学
運航技術グループ　  グループ⻑

15 引 地 朋 ⽣ ⽇本郵船株式会社
海務グループ　航海チーム  チーム⻑

16 ⼭ 岡 孝 輔 丸紅株式会社
船舶プロジェクト事業部　船舶プロジェクト第⼆課

17 廣 ⽥ ⼀ 博 三菱造船株式会社
事業戦略推進室  主席部員

18 ⽴ ⽯ 俊 ⼀ 上野トランステック株式会社
⼯務部　  課⻑

19 ⽊ 村 裕 ⼈ 株式会社エイトノット
堺マリナーオフィス(本社)  代表取締役

20 井 上 省 吾 川崎汽船株式会社
先進技術グループ　運航技術イノベーションチーム  チーム⻑

21 渡 辺 和 寛 ⼀般社団法⼈内航ミライ研究会
IoTグループ　通信チーム⻑  （有限会社新⽣海運　執⾏役員）

22 岩 根 裕 株式会社岩根研究所
取締役　新規事業開発部　部⻑

23 檜 野 武 憲 川崎重⼯業株式会社　エネルギーソリューション＆マリンカンパニー
舶⽤推進ディビジョン　舶⽤推進システム総括部　 システムエンジニアリング部

24 案 浦 雅 徳 京セラ株式会社
経営推進本部モビリティ事業開発部  課責任者

25 守 屋 典 昭 五洋建設株式会社
⼟⽊部⾨⼟⽊本部船舶機械部  船舶機械部⻑

26 今 枝 裕 晴 ソフトバンク株式会社
プロダクト技術本部 グローバル通信事業統括部 HAPS企画部　  ビジネスアナリスト

27 ⽥ 中 孝 ⾏ 東亜建設⼯業株式会社
⼟⽊事業本部　機電部　電気グループ  　リーダー

28 渡 邉 聡 東急不動産株式会社
都市事業ユニット スマートシティ推進室  課⻑補佐

29 杉 ⽥ 晃 嗣 東京計器株式会社
舶⽤機器システムカンパニー 技術部 第２技術課  担当課⻑

30 延 ⽥ 篤 彦 東洋建設株式会社
⼟⽊事業本部　機械部  部⻑

31 ⻄ 村 浩 ⼀ 株式会社東洋信号通信社
Chief Technology Officer

32 林 豪 トヨタ⾃動⾞株式会社
事業開発本部 マリン事業室 ⽣産調達グループ  GM（グループ⻑）

33 北 野 弘 章 ⽇本ナブトール株式会社
代表取締役

34 村 ⽥ 修 久 ⽇本無線株式会社
マリンシステム事業部　情報ビジネス技術部  部⻑

35 堂 上 敦 成 株式会社⽇⽴産業制御ソリューションズ
組込みエンジニアリング事業部　事業企画統括センタ 組込み事業推進部  主任技師

36 野 ⽥ 明 富⼠通株式会社
ソーシャルシステム事業本部防災ソリューション事業部

37 原 裕 ⼀ 古野電気株式会社
舶⽤機器事業部　開発設計統括部　⾃律航⾏システム開発部  部⻑

38 城 ⽯ ゆ か り マリンネット株式会社
新ビジネス開発室  室⻑

39 松 島 康 弘 三菱商事株式会社
船舶部　先進船舶開発チーム  チームリーダー

40 武 藤 正 紀 株式会社三菱総合研究所
フロンティア・テクノロジー本部　フロンティア戦略グループ  特命リーダー　主任研究員

41 安 村 亮 太 朗 ヤマハ発動機株式会社
マリン事業本部　開発統括部　システム開発部　操船システムグループ  グループリーダー

42 ⼟ 屋 洋 若築建設株式会社　建設事業部⾨ 技術部
技術研究所　波浪・⽔理グループ　  施⼯技術開発グループ⻑

43 ⼭ ⽥ 隆 志 BEMAC株式会社
イノベーション本部東京データラボ  チーフエキスパート

44 勝 本 勲 ChartWorld Japan 株式会社
SevenCs  シニアセールスマネージャー

45 空 篤 司 JRCS株式会社
Digital Innovation LAB  Chief Digital Officer

46 ⽔ ⾕ 直 樹 NAPA Japan 株式会社
代表取締役

47 家 城 ⻯ 也 株式会社YDKテクノロジーズ
第3営業本部舶⽤企画室⻑

48 浅 ⾥ 幸 起 ⼀般財団法⼈ 宇宙システム開発利⽤推進機構
衛星測位事業本部　  利⽤開拓部⻑

49 内 ⽥ 誠 iCraft法律事務所
弁護⼠

50 末 次 康 将 Marindows株式会社
CEO

関係者 51 井 上 清 登 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所
企画部　  研究連携主管

52 三 宅 ⾥ 奈 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所
海洋リスク評価系、リスク解析研究グループ  主任研究員

53 佐 々 ⽊ 亮 独⽴⾏政法⼈海技教育機構
海技⼤学校  講師

54 加 藤 由 季 独⽴⾏政法⼈海技教育機構
海技⼤学校  講師

55 ⼭ ⽥ 智 章 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会
技術研究所　主管

56 ⼤ ⻄ 祥 太 郎 ⼀般社団法⼈内航ミライ研究会
IoTグループ　デジタルチーム⻑  （⼤⻄海運株式会社　代表取締役専務）

57 望 ⽉ 洋 ⼆ ダイナミックマッププラットフォーム株式会社
第⼆事業部　事業開発2課  課⻑

関係
官庁 58 松 本 友 宏 国⼟交通省

海事局　海洋・環境政策課  技術企画室⻑

59 森 吉 直 樹 国⼟交通省
海事局　安全政策課  船舶安全基準室　補佐

60 ⼩ ⽥ 原 勝 教 国⼟交通省
海事局　検査測度課  船舶検査官

61 中 村 ⼤ 樹 国⼟交通省
海事局 船舶産業課   主査

62 宅 ⾒ 和 久 国⼟交通省
海事局　船員政策課  国際業務調整官

63 服 部 友 則 海上保安庁
海洋情報部　技術・国際課　海洋情報技術調整室  主任海洋情報技術官

事務局 64 加 藤 光 ⼀ ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会
専務理事

65 前 ⽥ 崇 徳 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会
研究開発グループ⻑

66 森 ⼭ 厚 夫 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会
研究開発グループ研究開発ユニット  プロジェクトリーダー

67 ⻑ 﨑 智 幸 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会
研究開発グループ研究開発ユニット

2023年度　船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会（内航⾃動化・デジタル化の環境整備の検討委員会）　委員名簿
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 JSTRA 研究開発成果報告セミナー 
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JSTRA 研究開発成果報告セミナー 

−内航船の課題解決に向けて− 
プログラム 

 
⽇時 2024 年 3 ⽉ 6 ⽇（⽔）13:30-17:00 
場所 AP 新橋 3 階 A ルーム（対⾯参加のみ） 

東京都港区新橋 1-12-9 新橋プレイス 
13:30-
13:35 

１．開会挨拶 
⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 常務理事 ⽥淵⼀浩 

13:35-
14:00 

２．基調講演 ⾃動運航船・カーボンニュートラル船開発の現状と可能性 
国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院 海洋電⼦機械⼯学部⾨ 教授 清⽔悦郎 様 

14:00- 
14:15 

３．内航カーボンニュートラルの実現に向けた新技術の安全評価⼿法の構築 成果報告 
３．１ プロジェクトの概要 
⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ⻑ 前⽥崇徳 

14:15- 
14:30 

３．２ ⽔素燃料電池船の安全評価⼿法の開発 
国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 海洋リスク評価系 リスク
解析研究グループ 主任研究員 ⼯藤潤⼀ 様 

14:30- 
14:55 

３．３ ガット船へのマテリアルハンドラー導⼊ 
⼀般社団法⼈内航ミライ研究会 理事 渡邉慶太 様 

14:55- 
15:20 

３．４ トリプル連結バージの運動性能評価 
国⽴⼤学法⼈広島⼤学 ⼤学院先進理⼯系科学研究科 輸送・環境システムプログラム 海上輸送
システム研究室 准教授 佐野将昭 様 

15:20- 
15:30 

休憩 

15:30- 
15:45 

４．内航⾃動化・デジタル化の環境整備 成果報告 
４．１ プロジェクトの概要 
⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ プロジェクトリーダー 森⼭厚夫 

15:45- 
16:10 

４．２ 船舶版ダイナミックマップの試作版とガイドラインの作成 
国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 海洋リスク評価系 リスク
解析研究グループ 上席研究員 三宅⾥奈 様 

16:10-
16:35 

４．３ 船外環境付加情報の計測技術の実証実験 
富⼠通株式会社 ソーシャルシステム事業本部 防災ソリューション事業部 野⽥明 様 

16:35-
17:00 

４．４ 船内弱電規格等の内航ニーズのアンケート実施 
⼀般社団法⼈内航ミライ研究会 専務理事 曽我部公太 様 

17:00 ５．閉会挨拶 
（注）プログラム・演題・講演者については、都合により予告なく変更されることがあります 
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ガイドラインの策定及びダイナミックマップの試作 

・第５回研究会資料 

・第６回研究会資料 
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 船外環境付加情報の計測技術の実証実験について

第６回研究会資料 
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添付資料 6 

船舶海洋分野におけるダイナミックマップ作成時の

法的論点 

・第５回研究会資料 

・第６回研究会資料 
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第６回 ダイナミックマップ研究会
2024年2月21日 13:30～16:30（20分）

iCraft法律事務所
弁護士・弁理士 内田誠

船舶海洋分野における
ダイナミックマップ作成時の法的論点

学 歴

経 歴

2004年 京都大学工学部物理工学科卒業
2008年 立命館大学法科大学院卒業

内田 誠 Makoto Uchida
iCraft法律事務所 弁護士・弁理士

特 技

2009年12月 岡田春夫綜合法律事務所入所

2017年12月 経済産業省「AI・データ契約ガイドライン検討会」作業部会委員（2017年度、2018年度）

2018年04月 iCraft法律事務所開設

2018年04月 知的財産法実務研究会世話役

2018年07月 農林水産省「農業分野におけるデータ契約ガイドライン検討会」専門委員

2018年10月 特許庁のスタートアップ支援施策「知財アクセラレーションプログラム（IPAS）」の知財メンター（チームリーダー）

2018年11月 スタートアップファクトリー構築事業に係る契約ガイドライン検討会構成委員

2019年04月 大阪弁護士会 知的財産委員会 副委員長

2019年04月 日本弁護士連合会 知的財産センター 委員

2019年04月 日本弁理士会 特許委員会・不正競争防止法委員会 委員

2019年10月 AMEDの研究成果に係るデータの取扱い検討会 委員

2020年06月 日本弁理士会 特許委員会 副委員長

2020年11月 週刊東洋経済「依頼したい弁護士」分野別２５人 知的財産・エンタメ部門で選出

2021年03月 経済産業省「AI人材育成のための企業間データ提供促進検討会」委員

2021年04月 弁理士特定侵害訴訟代理業務能力担保研修講師（２０２１年～）

2021年04月 特許庁「知財アクセラレーションプログラム」（ＩＰＡＳ）有識者委員（２０２１年～）

2022年07月 水産庁「水産分野における優良系統の保護等に関する検討会」委員

2022年07月 特許庁「審判実務者研究会」委員

2022年11月 週刊東洋経済「法務部員が選ぶ弁護士ランキング」知的財産部門で選出

2023年03月 経済産業省 IP BASE AWARD 知財専門家部門 奨励賞受賞

2023年04月 「水産分野における優良系統の保護等に関するガイドライン」策定

プログラム言語の読み書き
Webアプリケーションの作成経験
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①データに関する権利関係

データには所有権はない
そのため、データについて所有権に基づく返還請求や妨害排除請求をすること
はできない。
データについて知的財産権が成立する場合は限定的
著作権が成立するためには「創作性」が必要
第三者に開示することが想定されるデータについて、営業秘密又は限定提供
データとして保護するためには、「契約」に基づいて適切な管理を行うことが
必要
データに対する保護は、基本的には契約を通じた適切な利用条件の設
定により行う

第第５回ダイナミックマップ研究会の復習

②ダイナミックマップに関する権利関係

⑴⑴ダイナミックマップに成立する可能性のある権利

ＤＭに成立する可
能性のある権利

著作権

地図の著作物

写真の著作物

プログラムの
著作物

データベース
の著作物 要注意

要注意

特許権

不競法

営業秘密

限定提供
データ

その他

個人情報

肖像権

プライバ
シー権
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②ダイナミックマップに関する権利関係

⑵⑵ダイナミックマップの特殊性

Ａの著作権Ａの著作権

データ保持者Ａ ＤＭ作成者Ｂ

Ａの著作権使用

ＤＭ使用者Ｃ

提供

複製等についてＡの
許諾が必要

公衆送信についてＡ
の許諾が必要

特殊性① データ保持者のデータに関する権利が、ダイナミックマップの作成の場面のみならず、ダイナミッ
クマップの使用の場面でも効力が及ぶ可能性がある

②ダイナミックマップに関する権利関係

⑵⑵ダイナミックマップの特殊性

Ａの著作権
＋Ｂの著作権Ａの著作権

データ保持者Ａ ＤＭ作成者Ｂ

Ａの著作権
＋Ｂの著作権使用

ＤＭ使用者Ｃ

提供

複製及び翻案につい
てＡの許諾が必要

公衆送信についてＡ
の許諾が必要

加工等によりＢに著作権が成立した場合

特殊性② データ保持者のデータに関する権利と、そのデータを加工したダイナミックマップ作成者の権利が
併存する可能性がある
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②ダイナミックマップに関する権利関係

⑵⑵ダイナミックマップの特殊性

Ｘの著作権Ｘの著作権

データ保持者 ＤＭ作成者Ｂ

提供

Ｙの著作権 Ｙの著作権

Ｚの著作権 Ｚの著作権

提供

提供保持者Ｚ

保持者Ｙ

保持者Ｘ

特殊性③ 各レイヤー（層）単位で権利が発生する可能性がある

特殊性④ 各レイヤーで異なる権利が発生し、かつ、別の権利者にその権利が帰属する可能性がある

③外部環境データの利用に関する権利関係

⑴⑴検討事項

データ保持者 データ利用者Ａ

ＤＭを作成できる？

データ利用者Ｂ
提供できる？

ＤＭ使用者Ｃ

検討事項⑵

検討事項⑴

検討事項⑶

外部環境データ

ＤＭを使用できる？
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③外部環境データの利用に関する権利関係

ポイント
事実に関するデータが多いため、個々のデータについて著作権が成立する可能
性は高くないと考える。
ただし、①地図の著作物、②データベースの著作物については要注意。
一部契約等でデータの利用に対して制限がされているものがある。
ただし、「契約等」について利用者の承諾がないといえる可能性がある。
いわゆる定型約款の組入要件すらみたしていない場合もあると考える。

⑵⑵検討結果（別紙参照）

参考：利用規約による契約の成立

利利用契約の成立

サービス提供者 サービス利用者
利用規約の提示

承諾
利用契約成立！

利用規約の各
条項の認識は
不要

例外：定型約款
提示すら不要
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参考：利用規約による契約の成立

定定型約款による契約の成立（民法５４８条の２）

定型約款の合意

①定型取引を行うことの合意

②定型約款であること

以下の条件を満たせば、利用規約の個別の条項を認識していなくとも利用契約が成立

③以下のいずれかの事由をみたすこと（組入要件）

定型取引：ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取引であって、その内容の全部又
は一部が画一的であることがその双方にとって合理的であるもの

定型約款：定型取引において、契約の内容とすることを目的としてその特定の者により準備され
た条項の総体

⑴ 定型約款を契約の内容とする旨の合意
⑵ 定型約款準備者があらかじめその定型約款を契約の内容とする旨を相手方に表示

参考：利用規約による契約の成立

定定型約款による契約の成立（民法５４８条の２）

実際のケース⑴

組入要件⑴：定型約款を契約の内容とする旨の合意（組入合意）

サービスの利用申込書
貴社が作成した●●約款が適用されることを理解したうえで、
本サービスの利用を申し込みます。

定型約款を相手に示さなくても利用契約が成立する

ただし、事前に定型約款を示していない場合、定型取引合意の後、
相当の期間内に相手方から請求があった場合は、遅滞なく、相当な
方法で定型約款の内容を表示しなければならない（民法５４８条の
３第１項）
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参考：利用規約による契約の成立

定定型約款による契約の成立（民法５４８条の２）

実際のケース⑵

組入要件⑵：定型約款準備者があらかじめその定型約款を契約の内容とする旨を相手方に表示

サービスの利用申込画面
定型約款を契約の内容とする旨を表示
※定型約款の内容を表示することは必ずしも必要ない

注意 定型約款準備者の管理するＨＰで、定型約款を契約の内容
とする旨を表示させているのでは足りない

定型約款を契約の内容とする旨が「公表」されている
にすぎず、「表示」されていない

④自動運航関連データ

⑴⑴検討事項

データ保持者 データ利用者Ａ
提供できる？

データ利用者Ｂ
再提供できる？

自動運航関連データ データ利用者Ｃ

自動運航のＡＩ開発等に利用できる？

検討事項１ 検討事項２

検討事項３
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④自動運航関連データ

① 衛星画像から推定した水深データ及び筏・定置網の所在
② 離着桟港の岸壁の３Ｄデータ
③ 画像認識システムで撮影された海画像（周辺船舶、浮遊物等）
④ 小型船の船長のスマホの位置データ
⑤ 各船のソナーで計測した水深データ
⑥ 各船のソナーで計測した海中障害物（沈船、海底パイプライン、漁
礁など）のデータ

⑵⑵検討した自動運航関連データ

④自動運航関連データ

衛星データに関しては、衛星リモセン法が要注意。
自動運航関連データは、事実に関するデータであるため、著作権が成立す
る可能性は高くないと考えるが、データベースの著作物として著作権が成
立する可能性がある。
自動運航関連データを用いて、自動運航を行う場合、①データの正確性、
②データのリアルタイム性の問題などデータの品質に関する問題が生じる。
データの品質に関する問題は、データの品質の保証をどこまで行うかとい
う保証の範囲の議論になる。
データの内容、性質、利用方法等を考慮して、データの内容や質についてどこまで保
証ができるか、又はできないかを検討する必要がある。

⑶⑶検討結果
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④自動運航関連データ

⑷⑷衛星リモセン法の概要

日本国内に所在

操作用無線設備

衛星リモートセンシング装置

地表等に存在する物

検出情報を記録

検出情報電磁的記録を送信

対象物判別精度（※分解能）が移
動施設の移動を把握するに足りる
ものとして内閣府令で定める基準
に該当

受信設備

操作信号

④自動運航関連データ

⑸⑸衛星リモートセンシング装置の使用に許可が必要となる分解能

対象物判別精度
（施行規則第２条各号）

光学センサー ２ｍ以下
ＳＡＲセンサー ３ｍ以下
ハイパースペクトルセンサー １０ｍ以下、かつ、波長帯が４９を超える
熱赤外センサー ５ｍ以下
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④自動運航関連データ

⑹⑹衛星リモートセンシング記録に該当するもの

生データ対象物判別精度
（施行規則第３条第１項）

標準データ対象物判別精度
（施行規則第３条第１項）

光学センサー ２ｍ以下、かつ、記録から５年以内 ２５㎝未満
ＳＡＲセンサー ３ｍ以下、かつ、記録から５年以内 ２４㎝未満
ハイパースペクトルセンサー １０ｍ以下、かつ、波長帯が４９を

超える、かつ、記録から５年以内
５ｍ以下、波長帯が４９を超える

熱赤外センサー ５ｍ以下、かつ、記録から５年以内 ５ｍ以下

生データ：検出情報電磁的記録に、施行規則第１条５号イ、ロの処理がされていないもの

標準データ：検出情報電磁的記録に、施行規則第１条６号イ、ロも該当するもの

⑤データプラットフォームに関する権利関係

⑴⑴データプラットフォームの類型

開示者

ＰＦ事業者

利用者

データの管理・保管

ＰＦ利用契約 ＰＦ利用契約

【類型１：取引市場型】

開示契約
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⑤データプラットフォームに関する権利関係

⑴⑴データプラットフォームの類型

開示者 ＰＦ事業者 利用者

データの管理・保管

開示・管理契約 開示・管理契約

【類型２：間接契約型】

⑤データプラットフォームに関する権利関係

⑴⑴データプラットフォームの類型

開示者

ＰＦ事業者

利用者

【類型３：直接契約型】

開示・管理契約

開示・管理契約 開示・管理契約
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⑤データプラットフォームに関する権利関係

⑵⑵ダイナミックマップに関するデータの利用関係

データ保持者 ＰＦ
データ提供 ＰＦ会員

データ利用
データ提供

ＰＦ会員
サービス提供 エンドユーザ

ＤＭの使用許諾

エンドユーザ

ＰＦがＤＭを作成

ＤＭの使用許諾

ＰＦ会員がＤＭを作成

ＰＦがＤＭを作成

ＰＦ会員
サービス提供

データ提供

ＤＭの使用許諾 エンドユーザ
ＤＭの再使用許諾

⑤データプラットフォームに関する権利関係

⑶⑶ダイナミックマップに関するプラットフォームとして適する類型

結論（意見）：間接契約型

理由１

開示者Ａ

開示者Ｂ

開示者Ｃ

ＰＦ

データ項目やファ
イル形式の統一

ＰＦ会員
開示者ごとにデー
タ項目やファイル
形式が異なる

統一された項目や形式
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⑤データプラットフォームに関する権利関係

⑶⑶ダイナミックマップに関するプラットフォームとして適する類型

結論（意見）：間接契約型

理由２

開示者Ａ

開示者Ｂ

開示者Ｃ

ＰＦ

利用条件の統一

ＰＦ会員

利用条件が異なる

ＰＦ会員に代わって必
要な許諾をＰＦが取得

iCraft法律事務所

〒530-0044
大阪市北区東天満２-９-１
若杉センタービル本館８階 Email: uchida@icraft-law.com
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1. 概要 

海難事故の減少・船員労働環境の改善のため自動運航船の開発が進む中，国内では 2025

年までの無人運航船の実用化を目指す日本財団の MEGURI2040 を契機に早期実現が加速し

ている．国土交通省も，自動運航船の実用化を推進するとともに，内航カーボンニュート

ラル実現のため，省エネ船に荷役等船内自動化を追加した連携型省エネ船の普及を推進し

ている． 

自動運航の普及促進には，機器開発に加え船外・船内のデジタル環境整備も必要である．

船外環境については，自動車で取り組まれているダイナミックマップの様な輻輳度・海

象・離着桟港 3D 情報等の地図への情報付加は，船舶の自動運航のみならず内航船の運航

においても有用と考えられるが，付加情報の取得方法・情報利用の権利関係が課題である． 

本ガイドラインは，船舶版ダイナミックマップを作成・提供しようとするユーザを対象

とし，基盤的地図情報及び付加的地図情報に関する所在及び取得利用方法等，これらの地

図情報を利用する際の関連規則及び参考情報をガイドラインとして整理し提供することを

目的とする．これにより内航自動化・デジタル化の環境整備の一助とする． 
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2. 一般

2.1 船舶版ダイナミックマップの定義 

自動車業界において，ダイナミックマップは「道路及びその周辺に係る自車両の位置が

車線レベルで特定できる高精度三次元地理空間情報（基盤的地図情報）及び，その上に自

動走行等をサポートするために必要な各種の付加的地図情報（例えば，速度制限など静的

情報に加え，事故・工事情報など動的情報を含めた交通規制情報等）を載せたもの」と定

義される[1]． 

これを基に，本ガイドラインにおいては，船舶版ダイナミックマップは「航路及びその

周辺に係る船舶の位置が特定できる基盤的地図情報（航海用電子海図や航海用電子参考図

などを含む二次元地図情報並びに高精度三次元地理空間情報）及び，その上に船舶航行等

をサポートするために必要な各種の付加的地図情報（例えば，輻輳度・海象・離着桟港 3D

情報などの情報等）を載せたもの」と定義する．

2.2 電子海図と情報表示システムの種類と規格 

本項では電子海図とそれを表示するシステムの種類と規格について整理する．

2.2.1 電子海図と情報表示システムの種類 

(1) 電子海図情報表示装置（ECDIS）と電子海図システム（ECS）

電子海図情報表示装置（ECDIS： Electronic Chart Display and Information System）とは，

SOLAS 条約 V 章に定められた ECDIS の海図備え付け要件を満たさすものを指し，IMO の

規定する動作基準を満足し各国の認証機関から認証を受けた ENC の表示装置を言う．認証

のない表示装置は電子海図システム（ECS：: Electronic Chart System）と呼ぶ．なお IHO S-

101 による ECDIS の定義は以下の通りである． 

A navigation information system which with adequate back-up arrangements can be accepted as 

complying with the up-to-date chart required by regulations V/19 and V/27 of the 1974 SOLAS 

Convention, as amended, by displaying selected information from a System Electronic Navigational 

Chart (System Database) with positional information from navigation sensors to assist the Mariner in 

route planning and route monitoring, and if required display additional navigation-related 

information. 

また，SOLAS 条約 V 章に定められた ECDIS の海図備え付け要件を満たさないものは電

子海図システム（ECS：Electronic Chart System）に分類され，上述の各国の認証のない

ENC 表示装置だけでなく，ERC の表示装置も ECS に該当する[2-4]する．ECS には海図以

外の情報も表示することが可能である[5]．なお ISO 19379:2003 による ECS の定義は以下の

通りである．
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Navigation information system that electronically displays vessel position and relevant nautical 

chart data and information from the ECS Database on a display screen, but does not meet all the IMO 

requirements for ECDIS and is not intended to satisfy the SOLAS Chapter V requirement to carry a 

navigational chart. 

 

(2) 航海用電子海図（ENC）と航海用電子参考図（ERC） 

航海用電子海図（ENC：Electronic Navigational Charts）とは，各国の水路機関又は承認機

関により刊行された航海用海図のデータベースを指し，IHO による標準化仕様を満たすも

のをいう．これまでは IHO の S-57 により作成されたもののみが該当したが，近年は S-101

を基に編集したデータベースの開発が進んでいる[6]．なお IHO S-101 による ENC の定義は

以下の通りである． 

 

The dataset, standardized as to content, structure and format, issued for use with ECDIS by or on 

the authority of a Government authorized Hydrographic Office or other relevant government 

institution, and conforming to IHO standards. The ENC contains all the chart information necessary 

for safe navigation and may contain supplementary information in addition to that contained in the 

paper chart which may be considered necessary for safe navigation. 

 

また，航海用電子参考図（ERC： Electronic Reference Chart）とは，各国の水路機関又は

承認機関により刊行されていないデータベースを言い，独自のフォーマットが用いられる

[2]．例えば一般財団法人 日本水路協会が発行している「new pec（ニューペック）」が存在

する．  

 

2.2.2 関連する規格 

(1) 航海用海図（紙海図）に関する規格 

本項では航海用海図に関する規格を記す．IHO S-4 では国際的な海図仕様基準が示され，

その付属書 INT で国際的な海図図式や海図の輪郭のサンプルが記述される．それぞれの詳

細及び最新版は IHO ウェブサイト（https://iho.int/）を参照されたい． 

 IHO S-4 Regulations for International (INT) Charts and Chart Specifications of the I

HO（Edition 4.9.0, March 2021） 

 IHO S-4 INT 1 Symbols and Abbreviations used on Paper Charts（Edition , 2020） 

 IHO S-4 INT 2 Borders, Graduation, Grids and Linear Scales（Edition 4, 2007） 

 IHO S-4 INT 3 Use of Symbols and Abbreviations（Edition 1, 2023） 

 

(2) 航海用電子海図（ENC）に関する規格 
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本項では，S-57 と S-101 フォーマットに関連する規格一覧を記す．それぞれの詳細及び

最新版は IHO ウェブサイト（https://iho.int/）を参照されたい． 

(a) S-57 フォーマットに関する規格

IHO 基準 S-57 の構成の概略は以下の通りである[7]．

 Part1：序論（参考文献リスト及びこの基準で使用されている用語の定義等）

 Part2：基準全体の基礎となる理論的データモデル

 Part3：データ構造とフォーマットの定義

 付録

 Appendix A：海図をデジタル化するためのオブジェクトカタログ

 Appendix B：ENC 製品仕様基準及び ENC のための各オブジェクトの地理的，意

味論的描写をコード化するために使用してきた申し合せ

S-57 含む ECDIS 及び ENC に関する IHO 基準は表 2.2.1 及び表 2.2.2 の通りである．

表 2.2.1  ECDIS の型式認定テストに関連する IHO 基準 

Description Edition Date 

S-52 Specifications for Chart Content and Display Aspects 

of ECDIS 

概要：ECDIS の海図内容及び表示関係事項に関

する基準について記載

6.1(.1) Oct. 2014 

Annex A, Addendum - Symbol Library for Use on 

ECDIS 

4.0(.3) Oct. 2014 

Appendix 1 - Guidance on Updating the Electronic 

Navigational Chart 

4.0.0 Apr.2012 

S-57 IHO Transfer Standard for Digital Hydrographic Data

（ENC 製品仕様基準） 

概要：電子海図の作製に関する基準について記

載

3.1.0 Nov. 2000 

Appendix A, Chapter 1 - Object Catalogue 

Appendix A, Chapter 2 - Attribute Catalogue 

Appendix A, Annex B - Attributes/Object Classes 

Cross Reference 

Appendix B.1 - ENC Product Specificatio 

Appendix B.1, Annex A - Use of the Object Catalogue 

for ENC - UOC 
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Appendix B.1, Annex B - Examples of CRC Coding 

Appendix B.1, Annex D - INT1 to S-57 Cross 

Reference 

Appendix B.2 - IHO Object Catalogue Data Dictionary 

Product Specification 

表 2.2.2  ECDIS の型式認定テストに関連する IHO 基準（つづき） 

Description Edition Date 

S-58 ENC Validation Checks 

概要：電子海図の審査に関する基準について記

載

7.0.0 Oct. 2022 

S-61 Product Specification for Raster Navigational Charts 

(RNC) 

概要：航海用ラスター海図（RNC）製品仕様基

準について記載

1st Edition Jan. 1999 

S-62 List of IHO Data Producer Codes 

概要：IHO データ作製機関コードについて記載 

Dec. 2023 

S-63 IHO Data Protection Scheme 

概要：データ保護方式について記載

1.2.1 Mar. 2020 

Annex A - Data Server Certificate Request Procedure 

(Data Server Agreement and Data Server Request 

Form) 

Annex B - Manufacturer Information Request 

Procedure (OEM Agreement and OEM Request Form)

Appendix 1 - Test Data Set 

Test definitions and scripts 

S-63 Scheme Administrator Certificate

ENC Signature Service - User Manual

S-63 Guidance Notes

S-64 IHO Test Data Sets for ECDIS 

概要：ECDIS のための IHO テストデータセット

が記載

3.0(.3) Dec. 2020 

(b) S-101 フォーマットに関する規格

S-100 シリーズとして開発される開発機関別仕様一覧を表 2.2.3 及び表 2.2.4 に示す．

126



 

 
― 9 ― 

 

表 2.2.3 IHO 開発の仕様一覧  
Description Edition Date 

S-97 IHO Guidelines for Creating S-100 Product Specifications 1.1.0 Jun. 2020 

S-98 Data Product Interoperability in S-100 Navigation Systems 1.0.0 May 2022

S-99 Operational Procedures for the Organization and Management 

of the S-100 Geospatial Information Registry 

2.0.0 Oct. 2022 

S-100 S-100 based Product Specifications 5.0.0 Dec. 2022

S-101 Electronic Navigational Chart (ENC) 1.1.0 Apr. 2023

S-102 Bathymetric Surface 2.2.0 Apr. 2023

S-103 Sub-surface Navigation  

S-104 Water Level Information for Surface Navigation 1.1.0 Mar. 2023

S-111 Surface Currents 1.2.0 Apr. 2023

S-121 Maritime Limits and Boundaries 1.0.0 Oct. 2019 

S-122 Marine Protected Areas 1.0.0 Jan. 2019 

S-123 Marine Radio Services 1.0.0 Jan. 2019 

S-124 Navigational Warnings 1.0.0  May 2023

S-125 Navigational Services 

S-126 Physical Environment 

S-127 Marine Traffic Management 1.0.0 Dec. 2018

S-128 Catalogue of Nautical Products 1.0.0 May 2022

S-129 Under Keel Clearance Management 1.0.0 Jun. 2019 

S-130 Polygonal Demarcations of Global Sea Areas 1.0.0 Apr. 2023

S-131 Marine Harbour Infrastructure 1.0.0 Apr. 2023

S-164 IHO Test Data Sets in ECDIS 1.0.0 Mar. 2023

S-201 Aids to Navigation Information  1.1.0 Oct.2022 

S-210 Inter-VTS Exchange Format 

S-211 Port Call Message Format 

S-212 VTS Digital Service 

S-230 Application Specific Messages 

S-240 DGNSS Station Almanac 1.0.0 Oct. 2020 

S-245 eLoran ASF Data 

S-246 eLoran Station Almanac 

S-247 Differential eLoran Reference Station 

Almanac 
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表 2.2.4 IHO 開発の仕様一覧（つづき） 

Description Edition Date 

S-401 Inland ENC Product Specification 1.0.0 Oct. 2019 

S-402 Bathymetric Inland ENC 
 

S-411 Ice Information 

S-412 Weather and Wave Hazards 

S-413 Weather and Wave Conditions 

S-414 Weather and Wave Observations 

S-421 Route Plan 1.0.0 Jun. 2021 

S-100 シリーズは図 2.2.1 に示すスケジュールに沿って開発中である．最新情報は参考資

料[8]を参照されたい． 

図 2.2.1 S-100 開発スケジュール（2023 年 7 月 9 日更新） 

(3) 航海用電子参考図（ERC）に関する規格

本項では航海用電子参考図（ERC）に関連する規格として電子海図システム（ECS）に

関する規格を記す．航海用電子参考図（ERC）は，これら規格に記載される表示に関する

要件を満足することが必要である．なお各規格で参照されている準拠すべき規格は別途参

照されたい．

128



 

 
― 11 ― 

 

 

 ISO 19379:2003 Ships and marine technology — ECS databases — Content, quality, 

updating and testing 

 IEC 60945:2002, Maritime navigation and radiocommunication equipment and systems 

– General requirements – Methods of testing and required test results 

 IEC 62288:2008, Maritime navigation and radiocommunication equipment and systems 

– Presentation of navigation related information on shipborne navigational displays – 

General requirements, methods of testing and required test results 

 (参考)IEC 62376:2010（2013-11-30 廃刊）：Maritime navigation and radiocommunicati

on equipment and systems - Electronic chart system (ECS) - Operational and perform

ance requirements, methods of testing and required test results 
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3.基盤的地図情報の活用

本章では，自動運航船での自動運及び内航船の運航の観点において船舶版ダイナミック

マップの基盤的地図情報として利用可能な二次元地図情報の例を挙げ，その概要を説明す

る．なお，基盤的地図情報に関する権利関係は，別添資料 1「外部環境データの利用に関

する権利関係一覧」の末尾を参照されたい．

3.1 航海用電子海図（Electronic Navigational Chart：ENC） 

航海用電子海図は海上保安庁が刊行している．日本水路協会の海図ネットショップ（htt

ps://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=index），海図販売所や取次店から購入が可能で

あり，CD に収録され提供される．日本の ENC は，航海目的により 5 段階に分類されてお

り[9]，1 セル（矩形の海域）単位で，3 か月毎の契約で 330 円（3 ヶ月間）から 605 円（1

2 ヶ月間）（税込）で購入できる．航海用電子海図の更新は，毎週金曜日に発行される電子

水路通報もしくは，CD による送付もしくはインターネットからダウンロードにより入手

可能である．

ただし上述で購入できるデータを表示するには専用の機器又はソフトウェアが必要であ

り，基盤的地図情報として活用するためには使用不可であるため，詳細は海上保安庁もし

くは日本水路協会に問い合わせされたい．

 JP1 概観(Overview)：1,500,001 より小縮尺

 JP2 一般航海(General Navigation)：1: 300,001 ～ 1:1,500,000

 JP3 沿岸航海(Coastal Navigation) ：1: 80,001 ～ 1:300,000

 JP4 アプローチ(Approach) ：1:25,001 ～ 1:80,000

 JP5 入港(Harbour)：1: 7,501 ～ 1:25,000

3.2 航海用電子参考図 new pec 

「new pec」は，一般財団法人 日本水路協会が発行するプレジャーボート，小型船ユー

ザ向け航海用電子参考図である．日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp

/shop/index.php?main_page=index）で購入可能であり，DVD に収録され提供される．漁具定

置箇所，マリーナ（S ガイドの小港湾画像表示）などマリンレジャーに有益な情報が掲載

されている．日本を 8 海域に分け，以下の海域別で販売している．別売オプションに海底

地形，潮汐・潮流のデータがある．詳細は，上述の海図ネットショップ及び参考資料[10]

を参照されたい．なお，new pec を基盤的地図情報として活用するためには，new pec の元

データを使用する必要があり，独自のデータフォーマットが採用されているため，詳細は

一般財団法人 日本水路協会に問い合わせされたい．

 NP00 「日本全国」（85,800 円（税込））

 NP01 「東京湾及び周辺」（19,800 円（税込））

 NP02 「伊勢湾及び周辺」（19,800 円（税込））

130



 

 
― 13 ― 

 

 NP03 「瀬戸内海及び四国周辺」（19,800 円（税込）） 

 NP04 「九州周辺」（19,800 円（税込）） 

 NP05 「本州北西岸」（19,800 円（税込）） 

 NP06 「北海道及び本州北岸」（19,800 円（税込）） 

 NP07 「本州東岸」（19,800 円（税込）） 

 NP08 「南西諸島」（19,800 円（税込）） 
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4.既存の付加的地図情報の活用 

本章では，既存の付加的地図情報の所在及びコスト，取得・利用方法，データ利用にあ

たる権利について説明する． 

 

4.1 航路（旅客船航路） 

本節では，「航路」データとして旅客船が通航する航路（以下，旅客船航路）について

説明する． 

 

4.1.1 既存の付加的地図情報 

(1) 旅客航路事業現況表 

(a) 所在及びコスト 

旅客航路事業現況表は国土交通省 各地方運輸局が管理している．参考文献[11]による

と，旅客定期航路，旅客不定期航路に関する以下の情報が掲載されている． 

 集計表 

 航路図 

 事業者情報（事業者名，免許許可日 等） 

 船舶情報（船名，船種，所有者，機関種類，等）及び運航情報（運航回数，備考 

等） 

 

類似する情報として，航路図相当の情報が各局のホームページで公開される運輸要覧に

掲載されている．参考文献[12]の旅客航路事業の現況を例にすると，長距離フェリー航路

一覧（九州に発着するもの），管内主要離島航路一覧，超高速船就航状況として，事業者

名，航路名（例：新門司～神戸），航路距離，所要時間，航海数（1/日）船舶情報（総トン

数，旅客数）等の情報が記載されている． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，①（3）の項を参照

されたい． 

 

(2) 海上定期便ガイド 

(a) 所在及びコスト 

海上定期便ガイドは，海上定期便の会/内航ジャーナル㈱が発行する冊子であり，日本沿

岸を航海する定期船（在来型船，コンテナ船，RORO 船，中長距離フェリー）の航路及び

ダイヤの他，発着バースの地図が掲載される．インターネットより 2,800 円（2023 年版，

税別・送料別）で購入できる[13]． 

主な掲載情報は以下の通りである． 

 航路図 
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 事業者情報（事業者名，発着バース名 等） 

 船舶情報（船名，船種 等）及び運航情報（運航回数，発着ダイア 等） 

 発着港及びバース地図 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，①（4）の項を参照

されたい．  

 

4.1.2 取得利用方法 

本項では，4.1.1 から得られる情報を基に，AIS データを活用した航跡の抽出例を紹介す

る． 

例として，参考文献[14]より三津浜-中島定期フェリーとして航行する船舶を，参考文献

[15]より東京～徳島～九州の定期フェリーとして航行する船舶を挙げる．航跡の抽出に用

いたツールは，国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所が

所有する船舶自動識別装置（AIS）解析ツール[16]である．なお，本項では，デコード（解

凍）済みの AIS データを用いており，AIS 受信機により送受信される AIS データのデコー

ド（解凍）方法及び AIS データ構成等は，本ガイドラインのスコープ外であることに注意

されたい． 

AIS データによる航跡の抽出手順は以下の通りである． 

 各航路を航行する船舶名の調査 

 MMSI 番号を取得（船舶明細書[17] 等より） 

 AIS 解析期間・海域範囲を選択 

 MMSI 番号でリンクされる AIS 動的データ（メッセージ ID 1，2，3）を取得 
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図 4.1.1 三津浜-中島定期フェリー航跡例（2021 年 1 月 1 日～2021 円 12 月 31 日） 

 

 

図 4.1.2 東京～徳島～九州の定期フェリー航跡例（2019 年 1 月 1 日～2019 年 12 月 31

日） 

 

4.2 地形（水深を含む） 

本項では，「地形（水深を含む）」データについて説明する． 

 

4.2.1 既存の付加的地図情報 

(1) 海底地形図（沿岸の海の基本図） 

(a) 所在及びコスト 

海底地形図（沿岸の海の基本図）は，海上保安庁が刊行し，沿岸海域の利用・開発，環

境保全，防災，海洋レクリェーション等に資するものである．縮尺は海域によって異なる

が 1/1 万と 1/5 万がある．海底地形図は 1m から 10m 間隔の等深線で海底の状況を表現され

ている．沿岸の海の基本図には他に海底地質構造図が存在する．沿岸の他，大陸棚及び大

洋の海の基本図も存在する．日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/sho

p/index.php?main_page=index）から 1 枚 1,400 円から 3,100 円（税抜き）で購入でき，紙媒

体で提供される．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 海底地形デジタルデータ（M7000 シリーズ） 

(a) 所在及びコスト 

海岸線・等深線・低潮線を収録され，海浜・沿岸域から沖合い 60-70 マイルまでをカ

バーする海底地形デジタルデータである．海域により等深線間隔は異なるが，取得水深
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データで求められる最大限の高密度等深線が収録される．M7000 シリーズから一部海域を

切り出したもので，等深線などの格納データは同等である M5000 シリーズが別途存在する

が，本ガイドラインでの説明は割愛する．  

日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=inde

x）から 50,000 円（アスキーファイル，税抜き）から 62,000 円（シェープファイル，税抜

き）で購入できる． アスキーファイルは付属の専用ソフトウェアで即時表示が可能であ

るが，シェープファイルデータの表示には GIS ソフトが別途必要である．詳細は上述の

ウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（2）の項を参照

されたい． 

 

(3) 日本近海 30 秒グリッド水深データ第二版 

(a) 所在及びコスト 

日本周辺海域における緯度経度 30 秒グリッドの水深データファイルである．品質管理済

みの測量データや水深データセット及び新規に作成した等深線図の数値化データを基に，

精度の高いデータを優先して統合編集した日本周辺海域における緯度経度 30 秒グリッドの

水深データファイルである．基データが存在しない海域には近傍の水深データから補間し

た推定値を挿入している．詳細は，海洋情報研究センター(Marine Information Research ce

nter: MIRC)のウェブサイト[18]を参照されたい． 

日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=inde

x）から新規購入の場合，1 海域 30,000 円（税抜き）で購入でき，データフォーマットは A

SCII，netCDF，Golden Software Surfer 6 grid file format（Golde Software 社のソフトウェ

ア Surfer で直接読み込み可能なフォーマット）の 3 種が CD/DVD に同梱されている． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（3）の項を参照

されたい． 

 

(4) 日本近海等深線データ 

(a) 所在及びコスト 

日本近海等深線データは海上保安庁刊行「大陸棚の海の基本図（1/100 万，1/50 万海底地

形図）」から 100m 間隔で等深線を数値化したものである．詳細は海洋情報研究センター(M

arine Information Research center: MIRC)のウェブサイト[19]を参照されたい．日本水路協

会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=index）から 1 海域

30,000 円（税抜き）で購入できる．データフォーマットは，CD/DVD を媒体とした ASCII

ファイルで提供される． 
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(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（4）の項を参照

されたい． 

 

(5) 500m メッシュ水深データ 

(a) 所在及びコスト 

海洋情報部をはじめとした 各種海洋調査機関によって得られた膨大な量の水深測量

データを統合し，多くの人が使用しやすいように等間隔で格子化した水深のデータセット

である．計測水深が存在する区域は平滑処理を行っている．ただし品質の違いによる段差

がない反面，小さい起伏が表現できない等の弊害があるとされる．日本海洋データセン

ターの JODC オンラインデータ提供システム（J-DOSS）（https://www.jodc.go.jp/jodcweb/JD

OSS/index_j.html）から無料でダウンロードでき，データフォーマットはテキスト形式であ

る．詳細は日本海洋データセンター (Japan Oceanographic Data Center: JODC)のウェブサ

イト[20]を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（5）の項を参照

されたい． 

 

(6) 沿岸海域地形図 

(a) 所在及びコスト 

沿岸海域地形図は同一基準(東京湾平均海面)とする等高線・等深線を表示したものであ

る．主要な海湾，内海を対象に沿岸海域の状況を表示した縮尺 2万 5千分 1の地図である． 

等深線，底質，透明度などの自然要素，海上・海底の構造物，各種の指定区域，規制区

域などの他，港湾の区域，漁場などの海の利用状況，海に関するいろいろな施設なども表

示される．水深おおむね 50ｍまでの海域を対象として，国土地理院が実施した昭和 47 年

から平成 18 年まで実施した岸海域基礎調査に基づき作成されている．全国の国土地理院の

地図販売店及び一般財団法人 日本地図センターで入手できる．地図センターNet Shopping

[21]によると，サイズによって異なるが価格は紙媒体 1 枚当たり 283 円から 723 円（税込

み）である．詳細は，国土地理院 地理空間情報ライブラリー[22]を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（6）の項を参照

されたい． 

 

(7) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる
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情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．日本海洋

データセンターが保有する水深データの統計値（水平分布の等値線）が提供されている．

「海しる API」により，JSON，GeoJSON 又は PNG 形式にてデータを無料で取得すること

が可能である．海しる API の利用方法は 4.2.2 を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，②（7）の項を参照

されたい． 

 

4.2.2 取得利用方法 

本項では，海しる API による取得手順を説明する．準備として，「海しる API 利用登録」

の上，「サブスクリプションキー」の入手が必要である．データ取得手順を以下に示す．

手順中の入力パラメータは，手順②で入手できる各 API 仕様書もしくは別添資料 2 海し

る API パラメータ一覧を参照されたい．なお利用登録をしなくとも，海しる API 画面上部

の「利用方法」に記載される試用サブスクリプションキーにより利用が可能である． 

 

 JSON 形式・GeoJSON 形式・画像形式によらず共通するデータ入手手順 

【海しる API 画面】  

① ページ上部の「項目一覧」をクリック 

【項目一覧画面】  

② 等深線 API 仕様書の取得 

地形項目の等深線，「等深線 API 仕様書(PDF ファ

イル)のダウンロード」をクリックして，「等深

線.pdf」を取得する 

 

③ 「等深線」をクリック 

 

 JSON 形式・GeoJSON 形式データの入手手順 

【等深線画面】  

④ 「JSON 出力」をクリック 
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【JSON 出力画面】  

各項目の説明，結果，エラーメッセージ等が表

示される． 

⑤ 「Try it」をクリック 

【条件入力画面】 

 

 

⑥ [Authorization]の[Subscription key]に事前に申

請したサブスクリプションキーを入力する． 

⑦ [Parameters]に入力する 

  ・ LayerSelection: 10/11/12/13/14 を選択 

        10: 20m 等深線 

        11: 50m 等深線 

        12: 100m 等深線 

        13: 150m 等深線 

        14: 200m 等深線 

        デフォルトは 10 

  ・ f: json/geojson を選択 

パラメータ詳細は②で取得した仕様書を参照の

こと． 

⑧ 「Send」をクリック 

 JSON 形式・GeoJSON 形式データの入手結果 

これらのデータをコピーして保存することにより，任意にデータを活用することができ

る．一例として，取得した「等深線の深度毎の JSON 形式データ」を任意の緯度経度の範

囲で切り出し，海上技術安全研究所が所有する独自ツール[23]にて描画した例を図 4.2.1 に

示し，比較のため海しるサイトによる出力画像を図 4.2.2 に示す． 

 

【JSON 形式データの例】 【GeoJSON 形式データの例】 
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図 4.2.1 海しる API で得た JSON 形式データの一部を海技研独自ツールで描画した例 
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図 4.2.2 海洋状況表示システム（海しる）サイトの「地形-等深線」で出力した画像 

 

 画像形式データの入手結果 

【等深線画面】  

共通するデータ入手手順③の続き 

④ 「画像出力」をクリック 

【画像出力画面】  

各項目の説明，結果，エラーメッセージ等が表

示される． 

⑤ 「Try it」をクリック 
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⑥ [Authorization]の[Subscription key]に事前に申

請したサブスクリプションキーを入力する． 

⑦ [Parameters]に入力する 

   ・ bbox: 出力範囲 

   経緯度をカンマ区切りで 4 点入力 

   入力例） 137.0,34.0,138.0,35.0 

 ・ size: 出力する画像のサイズ 

   幅，高さをカンマ区切りで入力，単位は pixel

s 

   入力例） 1920,1080 

 ・ transparent: 背景色を指定 

   true: 透過，デフォルトは false 

 ・ dpi: 解像度を指定 

   デフォルトは 96 

パラメータの詳細は②で取得した仕様書を参

照． 

⑧ 「Send」をクリック 

 画像形式データの入手結果 

上述に示すパラメータ入力例にて画像を出力した結果を図 4.2.3 に示す．  

 

 
図 4.2.3 海しる API から画像形式で出力した結果の例 

 

4.3 潮位 

本項では，「潮位」データについて説明する． 
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4.3.1 既存の付加的地図情報 

(1) 潮汐表 

(a) 所在及びコスト 

潮汐表は海上保安庁が刊行し，日本及び付近の標準港の潮汐及び主要な瀬戸の潮流の予

報値，その他の場所に対する改正数・非調和定数・地名索引等を収録したものである．主

な港の毎日の高・低潮の時刻とその時の潮高，及び主要な瀬戸・狭水道の毎日の転流時

刻・流速の最強時刻とその時の流速の予報値が掲載される．年 1 回（2 月）刊行される．

日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=index）

から 5,330 円（令和 6 年版，税抜き）で購入できる．詳細は上述のウェブサイトを参照さ

れたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 電子潮見表 

(a) 所在及びコスト 

電子潮見表は，日本水路協会が刊行・発行し，釣り，潮干狩り，ノリ養殖，海浜の生物

観察など，海洋での諸活動に欠くことのできない潮汐情報に加えて，潮流情報，日出没時

刻，月出没時刻，月齢，潮名情報・旧暦等こよみ情報を収録されている．延べ潮汐 941 地

点，潮流 92 点の予報（1 年間予報）を収録されている．潮高の基準面は海図に示される水

深の基準面と一致する．年 1 回（3 月）刊行される． 

日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=inde

x）から 5,000 円（2024 年版，税抜き）で購入できる．媒体は CD により提供され，専用 G

UI（動作環境：windows 98 以降）により無料で情報の閲覧・印刷が可能である．海上保安

庁がプレジャーボートや遊漁船等に対して，灯台等で観測した局地的な気象・海象の状況，

海上工事の状況等をリアルタイムにインターネットで提供する海の安全情報（沿岸域情報

提供システム）からリンクされている．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（2）の項を参照

されたい． 

 

(3) リアルタイム験潮データ 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁所管の 20 箇所の験潮所及び気象庁所管の 73 箇所の験潮所で観測した潮汐の

データがウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TIDE/gauge/index.php）で閲覧できる．

潮位は最低水面からの高さで表される．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 
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(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（3）の項を参照

されたい． 

(4) 潮汐推算 

(a) 所在及びコスト 

日本全国数百カ所の潮汐推算値がウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TIDE/pred2/

TidePred/TidePred.htm）にて無料で閲覧できる．西暦元年から 2100 年のまでの間であれば

どの年月日でも推算が可能である．潮位の基準面は現地の最低水面（＝海図の水深基準面）

で表される．ただし航海目的での使用は不可である．詳細は上述のウェブサイトを参照さ

れたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（4）の項を参照

されたい． 

 

(5) 海洋の健康診断表 

(a) 所在及びコスト 

気象庁のウェブサイトページ「海洋の健康診断表（https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/shind

an/index.html）」の項目の一つとして潮位の観測や予測（潮位表）や海面水位の長期変化に

関する情報がウェブサイト（https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/index_tide.html）

に掲載されている．その他のデータ等として，以下の潮位及び予測等の情報が提供されて

いる．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

 潮汐観測資料（確定）：1997 年 4 月以降，気象庁の検潮所で観測した毎時潮位の確

定値と満潮・干潮時刻等． 

 潮汐観測資料（速報）：気象庁の検潮所で観測した毎時潮位の速報値．平日の昼頃

に前日までの記録が掲載される． 

 潮位観測情報：現在の潮位の観測値（海保，国土地理院，港湾局，水管理・国土保

全局，自治体等が所管する情報）がリアルタイムに掲載される．5 分毎又は 10 分毎

に更新される． 

 潮位表（予測）：全国各地における潮位の予測値(天文潮位)が掲載される． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（5）の項を参照

されたい． 

 

(6) 潮汐(毎時潮高)データ 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁，気象庁，国土地理院及び港湾局（各地方整備局，北海道開発局，沖縄総合
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事務局，独立行政法人 港湾空港技術研究所）所管験潮所の毎時潮高データが提供されて

いる．日本海洋データセンターの JODC オンラインデータ提供システム（J-DOSS）（https:/

/www.jodc.go.jp/jodcweb/JDOSS/index_j.html）から無料でダウンロードでき，データフォー

マットはテキスト形式である．詳細は日本海洋データセンター (Japan Oceanographic Data 

Center: JODC)のウェブサイト[24]を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（6）の項を参照

されたい． 

 

(7) 全国港湾海洋波浪情報網 ナウファス（Nationwide Ocean Wave information network 

for Ports and HArbourS:NOWPHAS） 

(a) 所在及びコスト 

ナウファス（https://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/index.html）は，国土交通省港湾局，各

地方整備局，北海道開発局，沖縄総合事務局，国土技術政策総合研究所及び港湾空港技術

研究所の相互協力のもとに構築・運営される日本沿岸の波浪情報網である．78 観測地点で

の波浪の定常観測値として，有義波実況，周期帯波浪状況，潮位実況，毎分沖平均水面を

リアルタイムでナウファスのウェブサイト上に公開している．過去の波浪データ（1970 年

以降）をダウンロードでき，ノイズを機械的にチェックしたデータから波高・周期等の諸

元を計算した「速報値」と「速報値」を精査した「確定値」の波浪データが無料で入手で

きる．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（7）の項を参照

されたい． 

 

(8) 潮位データ 

(a) 所在及びコスト 

国土地理院のウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/kanshi/tide_furnish.html）にて全国 25 か

所の験潮場の観測結果を掲載している．観測潮位（観測基準面（架空の面）からの高さ）

及び TP 換算潮位（東京湾平均海面 TP からの海面高さ）．ただし離島での数値は験潮場で

観測された平均海面を基準とした潮位を表示））について，30 秒，毎時，日平均，月平均，

年平均，満干潮位の 6 種類のデータをテキスト形式にて無料で入手できる．詳細は上述の

ウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（8）の項を参照

されたい． 
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(9) MIRC マリン情報 潮汐情報 

(a) 所在及びコスト 

日本水路協会 海洋情報研究センター(Marine Information Research center: MIRC)の MIR

C マリン情報のウェブサイト（http://www.mirc.jha.or.jp/online/w/）にて，代表港と全国 851

港の潮汐情報（干満時刻，月齢，潮名，日月出没時刻）を利用日から 2 週間後又は 4 週間

後，一部の代表港は最長 12 週間後まで無料で公開している．代表港は，東京（晴海），小

樽，塩釜，横浜（新山下），名古屋，神戸，広島，門司，舞鶴，新潟，鹿児島，那覇の 12

港である．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（9）の項を参照

されたい． 

 

(10) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．国土交通省

防災情報提供センターで公開する各機関のリアルタイム潮汐観測値（「潮位情報リンク」

への外部リンク）と海上保安庁の潮汐推算情報提供地点及び推算値（「潮汐推算」への外

部リンク）が提供されている．「海しる API」により，JSON，GeoJSON 又は PNG 形式にて

データを無料で取得することが可能である．海しる API の利用方法は 4.3.2 を参照された

い． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，③（10）の項を参

照されたい． 

 

4.3.2 取得利用方法 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい． 

 

4.4 海中障害物 

本項では，「海中障害物」データについて説明する． 

 

4.4.1 既存の付加的地図情報 

(1) 航海用海図 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が刊行する航海用海図に海中障害物として，海底線（電信・電話等），暗岩，
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沈船，漁礁などの情報が記載されている．日本水路協会の海図ネットショップ（https://ww

w.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=index）及び販売所から購入が可能であり，紙媒体で提

供される，縮尺によって次の 5種類に分類されており，1枚当たり 2,000円から 3200円（税

抜き）で購入できる．航海用海図の更新は，水路通報の海図別補正図が毎週金曜日に発行

され，印刷物の送付もしくはインターネットからダウンロードにより入手可能である．詳

細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

 総図 ：縮尺 1/400 万未満の小縮尺の図 

 航洋図：縮尺 1/100 万より小縮尺の図 

 航海図 ：縮尺 1/30 万より小縮尺の図 

 海岸図 ：縮尺 1/5 万より小縮尺の図 

 港泊図：1/5 万未満の大縮尺の図 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，④（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 航海用電子海図（Electronic Navigational Chart：ENC 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が刊行する航海用電子海図に航海用海図相当の海中障害物が航海用海図記載

されている．日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main

_page=index），海図販売所や取次店から購入が可能であり，CD に収録され提供される．日

本の ENC は，航海目的により 5 段階に分類されており，1 セル（矩形の海域）単位で，3

か月毎の契約で 330 円（3 ヶ月間）から 605 円（12 ヶ月間）（税込）で購入できる．航海用

電子海図の更新は，毎週金曜日に発行される電子水路通報もしくは，CD による送付もし

くはインターネットからダウンロードにより入手可能である．詳細は上述のウェブサイト

を参照されたい． 

 JP1 概観(Overview)：1,500,001 より小縮尺 

 JP2 一般航海(General Navigation)：1: 300,001 ～ 1:1,500,000 

 JP3 沿岸航海(Coastal Navigation) ：1: 80,001 ～ 1:300,000 

 JP4 アプローチ(Approach) ：1:25,001 ～ 1:80,000 

 JP5 入港(Harbour)：1: 7,501 ～ 1:25,000 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，④（2）の項を参照

されたい． 

 

(3) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 
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海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．電子海図に

記載のある海底障害物（魚礁，沈錘等）の概位，沈船の概位，海底ケーブルの概位及び海

底ケーブルの存在区域が提供されている．「海しる API」により，JSON，GeoJSON 又は PN

G 形式にてデータを無料で取得することが可能である．海しる API の利用方法は 4.4.2 を参

照されたい． 

(3) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，④（3）の項を参照

されたい． 

 

4.4.2 取得利用方法 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい． 

 

4.5 工事・規制 

本項では，「工事・規制」データについて説明する． 

 

4.5.1 既存の付加的地図情報 

(1) 船舶交通安全情報 水路通報・管区水路通報 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁 海洋情報部のウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TUHO/tuho2.html）

にて，海上における工事・作業，自衛隊あるいは米軍等が実施する射爆撃訓練等に関する

情報が掲載された水路通報，管区海上保安本部の担任水域等の船舶交通の安全に必要な情

報が掲載された管区水路通報（pdf ファイル）が無料で公開されている．水路通報はイン

ターネットにより週１回発行される．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

また水路通報・航行系譜・位置図ビジュアルページ（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TUHO/

vpage/visualpage.html）は，地図上に過去 2 か月以内に通報された水路通報の情報提供サイ

トである．ただし，一部の位置情報は簡略化や非表示の場合があるため，利用にあたって

は必ず本文の確認が必要である．詳細は上述のビジュアルページを参照されたい．  

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑤（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 船舶交通安全情報 航行警報 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁 海洋情報部のウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TUHO/tuho2.html）
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にて，船舶交通安全情報として以下の情報が無料で公開されている．詳細は上述のウェブ

サイトを参照されたい． 

 NAVAREA XI 航行警報：大洋を航行する船舶の安全のために緊急に通報を必要とす

る情報が提供されている． 

 NAVTEX 航行警報：沿岸海域において航行の安全のため緊急に必要とする情報．日

本に関しては，沿岸域を五つの海域に分割して海域ごとに必要な情報を日本語及び

英語により提供されている． 

 日本航行警報：太平洋，インド洋及び周辺諸海域を航行する日本船舶の安全のため

に緊急に通報を必要とする情報が提供されている． 

 地域航行警報：日本沿岸の港則法適用港及びその付近海域を航行する船舶の安全の

ために緊急に通報を必要とする情報が提供されている． 

また水路通報・航行系譜・位置図ビジュアルページ（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TUHO/

vpage/visualpage.html）は，地図上に過去 1 年以内に通報された航行警報の情報提供サイト

である．ただし，一部の位置情報は簡略化や非表示の場合があるため，利用にあたっては

必ず本文の確認が必要である．詳細は上述のビジュアルページを参照されたい．  

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑤（2）の項を参照

されたい． 

 

(3) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．航行警報

（過去 5年以内の有効分），水路通報（過去 5年以内の有効分．小改正は過去 3箇月以内），

水路通報・航行警へのリンク，米軍演習区域として海上保安庁が刊行する「日本近海演習

区域一覧図」に記載のある海域が提供されている．「海しる API」により，JSON，GeoJSO

N 又は PNG 形式にてデータを無料で取得することが可能である．海しる API の利用方法は

4.5.2 を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑤（3）の項を参照

されたい． 

 

4.5.2 取得利用方法 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい． 
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4.6 岸壁・桟橋詳細 

本項では，「岸壁・桟橋詳細」データについて説明する． 

 

4.6.1 既存の付加的地図情報 

(1)航海用海図 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が刊行する航海用海図に港湾施設としてクレーン・桟橋の概位（詳細は不明）

が記載されている．日本水路協会の海図ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.ph

p?main_page=index）及び販売所から購入が可能である．縮尺によって次の 5 種類に分類さ

れており，1枚当たり 2,000円から 3200円（税抜き）で購入できる．航海用海図の更新は，

水路通報の海図別補正図が毎週金曜日に発行され，印刷物の送付もしくはインターネット

からダウンロードにより入手可能である．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

 総図 ：縮尺 1/400 万未満の小縮尺の図 

 航洋図：縮尺 1/100 万より小縮尺の図 

 航海図 ：縮尺 1/30 万より小縮尺の図 

 海岸図 ：縮尺 1/5 万より小縮尺の図 

 港泊図：1/5 万未満の大縮尺の図 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑥（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 港湾計画書 

(a) 所在及びコスト 

港湾計画は港湾管理者が定める施設整備計画や空間利用計画，環境施策などを長期的な

視点で定める基本計画である．港湾管理者のウェブサイトにて無料で公開されているもの

があり，参考文献[25]によると以下の情報が記載されている．詳細は港湾管理者に問い合

わせされたい． 

 ふ頭施設概要及び位置 

 航路概要及び位置 

 泊地概要及び位置 

 外郭施設（防波堤） 

 荷役機械概要 

 岸壁給水施設概要 

など 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑥（2）の項を参照
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されたい． 

 

(3) 港湾設計書 

(a) 所在及びコスト 

港湾設計図として，船舶の一般配置図相当の図面や詳細設計図等に港湾施設の位置情報

等が記載され，その所有者は以下の通りと思われる．詳細はそれぞれに問いあわせされた

い． 

 公共岸壁（国直轄の港湾）：国土交通省港湾局及び地方整備局（全国 8 か所） 

 専用岸壁：岸壁を所有する民間会社 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑥（3）の項を参照

されたい． 

4.7 交通流・輻輳度 

本項では，「交通流・輻輳度」データについて説明する．船舶交通の動静を表わす生

データと加工された情報に分けて説明する． 

 

4.7.1 既存の付加的地図情報（生データ） 

(1) AIS データ 

(a) 所在及びコスト 

AIS（Automatic Identification System，船舶自動識別装置）は，VHF 帯電波により船舶相

互間及び陸上局との間で，船舶情報及びその他の安全に関する情報を自動的に送受信する

システムである．船舶情報には，動的情報（位置，針路，速力等）と静的情報（識別符号，

船種，船の長さ及び幅等）が含まれる．AIS データは NMEA（National Marine Electronics 

Association）プロトコルを介した AIVDM センテンスで配信される．AIS データに関する

詳細は参考文献[26]を参照されたい． 

AIS データを取得している機関として，海上保安庁（海上交通センター）及び株式会社

東洋信号通信社が広く知られている．東洋信号通信社は日本沿岸の AIS データをリアルタ

イムに配信する AIS データ送信サービスを行っており，AIS データの購入が可能である

（料金非公開）．詳細は東洋信号通信社のウェブサイト（https://www.toyoshingo.co.jp/）を

参照されたいリアルタイム AIS 動静を表示するウェブサービスとして Marine Traffic（ww

w.marinetraffic.com）が存在する． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑦（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) レーダーデータ 
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(a) 所在及びコスト 

陸上レーダー局で受信したレーダーデータを取得する機関として，海上保安庁（海上交

通センター）が広く知られているが非公開であるため，詳細は海上保安庁に問い合わせさ

れたい．また独自にデータを取得している大学等の高等教育機関がある．例えば東京海洋

大学の先端ナビゲートシステム[27]では，東京湾に限定したレーダーデータを取得してお

り，ARPA 捕捉情報を変換した位置データ（自動識別し船舶 ID を付与しているのでトラッ

キングが可能）が独自フォーマットのテキストデータとして出力できる．詳細は東京海洋

大学に問い合わせされたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑦（2）の項を参照

されたい． 

 

4.7.2 既存の付加的地図情報（加工データ） 

(1) 船舶事故ハザードマップ 

(a) 所在及びコスト 

船舶事故ハザードマップ（https://jtsb.mlit.go.jp/hazardmap/）は過去に発生した船舶事故の

位置及び概要を地図上に表示する運輸安全委員会のウェブサービスである．事故情報の他，

船舶の安全に関する情報として，AIS データを解析しメッシュ密度分布として可視化した

日本沿岸域の交通量（ヒートマップ情報）を無料で閲覧できる．メッシュは広範囲向けの

[通常]と，狭範囲向けの[詳細]が選択可能できる．詳細は上述のウェブサイトを参照された

い． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑦（4）の項を参照

されたい． 

 

(2) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．メニュー

[海事]-[船舶通航量(月別)]で任意に，2017 年 1 月から 2019 年 12 月までの各月の情報を任意

に選択表示できる．解析メッシュサイズは縮尺によらず一律である．凡例の単位「隻/月」

を考慮すると，海上保安庁が AIS によって収集した船舶の位置情報の月別の統計情報が提

供されている．「海しる API」により，JSON，GeoJSON 又は PNG 形式にてデータを無料で

取得することが可能である．海しる API の利用方法は 4.7.2 を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑦（3）の項を参照
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されたい． 

 

4.7.2 取得利用方法（海しる API） 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい． 

 

4.8 気象・海象 

本項では，「気象・海象」データについて説明する． 

 

4.8.1 既存の付加的地図情報 

(1) tenki.jp 

(a) 所在及びコスト 

一般財団法人日本気象協会及び株式会社 ALiNK インターネットが運営している天気予報

専門のウェブサイト（https://tenki.jp/）である．気象情報として，各種観測情報，予測情報，

気象協会独自の予測モデル等により解析した結果が無料で閲覧でき随時更新される．提供

される主要なコンテンツ及び更新頻度は以下の通りである．詳細は上述のウェブサイトを

参照されたい． 

 天気予報：各地天気，2 週間天気，長期予報，雨雲レーダー等，雷レーダー予報 

 今日・明日の天気・3 時間天気・1 時間天気：1 日 12 回更新（0・2・4・6・

8・10・12・14・16・18・20・22 時） 

 長期予報：1 か月予報は週 1 回，3 か月予報は月１回 

 観測 

 雨雲レーダー（過去）：30 分ごと 

 天気図：実況天気図は日 7 回（3 時，6 時，9 時，12 時，15 時，18 時，21 時観測の

ものをそれぞれ約 3 時間後に更新） 

 

またレジャー情報として，全国 261 地点での干潮・満潮情報，毎時潮位，天気（当日・

翌日），気温・降水確率，風・波（波高・周期），日の出日の入，月の出月の入等を取り纏

めた「海の天気」ページが存在する（https://tenki.jp/wave/）． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 気象庁 

(a) 所在及びコスト 

気象庁のウェブサイト（https://tenki.jp/）に天気予報の他，防災情報として，気象防災及
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び海洋の情報が掲載されており無料で閲覧できる．提供されている海洋情報は以下の通り

である．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい．

 海上警報・予報：日本近海を 12 の地方海上予報区に分割

 海上分布予報：緯度・経度 0.5 度メッシュで「風，波，視程（霧），着氷，天気」の

分布予想図．24 時間先までの予報を掲載

 波浪実況・予想図：毎日 2 時頃，14 時頃の 1 日 2 回更新

 潮位観測情報：本ガイドライン 4.3 (5) 潮汐・海面水位に関する診断表・データの

潮位を参照されたい．

 波浪観測情報：6 か所の沿岸波浪計の情報

である．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（2）の項を参照

されたい．

(3) 全国港湾海洋波浪情報網 ナウファス（Nationwide Ocean Wave information network

for Ports and HArbourS:NOWPHAS）

(a) 所在及びコスト

ガイドライン 4.3.1 (7) 全国港湾海洋波浪情報網 ナウファスの項を参照されたい．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（5）の項を参照

されたい．

(4) Windy.app

(a) 所在及びコスト

Windy Weather World Inc. （https://windy.app）が提供する天気予報アプリである．詳細

な天気予報や世界中のライブ風マップ，地域の天気レポート等を確認できる．アプリは無

料で利用できるが，制限された情報を閲覧するにはプロ版の購入が必要である．価格は，

1 年$49.99 ドル，永続ライセンス価格は$109.99 ドル（2024 年 1 月現在）である．なお同様

のウェブサービス Windy.com（https://www.windy.com）が存在する．詳細は上述のウェブサ

イトを参照されたい．

ウェブサービス Windy.com で提供されている情報は，以下の通りである．

 レーダー衛星画像

 風（表面から 10 メートル上の平均風速予報）

 波（平均波高予報）

 視程 等

(b) 権利関係
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別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（4）A の項を参

照されたい． 

 

(5) ウェザーニュース  

(a) 所在及びコスト 

株式会社ウェザーニューズが提供する天気情報を提供するウェブサービス（https://weath

ernews.jp/?fm=header）である．天気に関する情報や防災・減災に関する情報等が無料で提

供されている．天気予報，実況天気（アメダス），雨雲レーダー，天気図，長期予報等を

確認できる．同様のサービスとして，ウェザーニュースアプリ（https://weathernews.jp/app/）

が存在する．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（4）B の項を参

照されたい． 

 

(6) 株式会社ウェザーマップ  

(a) 所在及びコスト 

株式会社ウェザーマップ（https://www.weathermap.co.jp/）では，データ分析を行うため

の「気象実績データ」や．需要予測などに用いる「天気予報データ」を提供している．気

象実績データは天気，気温，降水量，湿度，風向風速を 1 日 1 回毎朝に前日分を更新した

情報を，天気予報データは 1 日 6 回更新した同様の情報を有料（1 地点月額 33,000 円～22

0,000 円程度）で提供している．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（4）C の項を参

照されたい 

 

(7) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．気象・海象

の情報として提供される情報は以下の通りである．「海しる API」により，JSON，GeoJSO

N 又は PNG 形式にてデータを無料で取得することが可能である．海しる API の利用方法は

4.8.2 を参照されたい． 

 気象：天気図．風．雲．船舶気象通報．気象海象観測情報 等 

 海象：水温．海流．潮流．潮汐．波．塩分．海氷 等 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑧（7）の項を参照
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されたい．

4.8.2 取得利用方法（海しる API） 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい．

4.9 海流・潮流 

本項では，「海流・潮流」データについて説明する．

4.9.1 既存の付加的地図情報 

(1) 潮汐表

(a) 所在及びコスト

本ガイドライン 4.3.1 (1) 潮汐表の項を参照されたい．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（1）の項を参照

されたい．

(2) 電子潮見表

(a) 所在及びコスト

本ガイドライン 4.3.1 (2) 電子潮見表の項を参照されたい．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（1）の項を参照

されたい．

(3) 海洋速報＆海流推測図

(a) 所在及びコスト

海上保安庁 海洋情報部のウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/）にて，海流図，水

温図，海流推測図，表面水温図，表面水温偏差図，強流観測情報を無料で提供している．

黒潮流軸数値情報（Excel ファイル）として，付近の島や岬から黒潮流軸までの距離（単位

は海里）の情報を表す地点別流軸距離情報，経度毎の黒潮流軸の通過緯度の情報を，また

黒潮，津軽暖流，対馬暖流，宗谷暖流の海流 GIS 情報（shape ファイル）が入手できる．土

日祝日．年末年始を除き毎日発行している．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（2）の項を参照

されたい．
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(4) 海洋観測データ

(a) 所在及びコスト

日本海洋データセンターの JODC オンラインデータ提供システム（J-DOSS）（https://ww

w.jodc.go.jp/jodcweb/JDOSS/index_j.html）にて，船舶による偏流．GEK．ADCP による観測

及び ARGOS 表層ブイの変位から求めた海流データ，数昼夜以上の潮流観測によって得ら

れた観測点毎の流向・流速の観測値等の流速計データ等が無料で提供されている．詳細は

上述のウェブサイトを参照されたい．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（3）の項を参照

されたい．

(5) 海洋の健康診断表

(a) 所在及びコスト

気象庁のウェブサイトページ「海洋の健康診断表（https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/shind

an/index.html）」の項目の一つとして．黒潮や親潮．対馬暖流等の海流に関する情報がウェ

ブページ「海流に関する診断表．予報．データ」に取り纏められており無料で閲覧できる．

提供されている情報は以下の通りである．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい．

 日本近海の海流：日別海流，旬平均海流，日本近海 海流予想図

 海面水温・海流 1 か月予報：日本近海 海流予想図

 日本近海の海流(月概況)：黒潮までの距離 等

など

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（4）の項を参照

されたい．

(6) 潮流推算

(a) 所在及びコスト

海上保安庁 海洋情報部のウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/）にて，東京湾．

伊勢湾．瀬戸内海沿岸．沖縄．九州中南部の潮流推算を無料で提供している．詳細は上述

のウェブサイトを参照されたい．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（5）の項を参照

されたい．

(7) 来島海峡潮流情報

156



 

 
― 39 ― 

 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁 海洋情報部のウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/）にて，来島海峡

を海峡全域と詳細（北部．中央部．南部）に分けて，任意の日時の潮流の推算（計算予測）

を無料で提供している．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（6）の項を参照

されたい． 

 

(7) MIRC マリン情報 潮流予測 

(a) 所在及びコスト 

日本水路協会 海洋情報研究センター（Marine Information Research center: MIRC）の

MIRC マリン情報のウェブサイト（http://www.mirc.jha.or.jp/online/w/）にて，津軽海峡（広

域・海峡部），東京湾，伊勢湾，大阪湾・播磨灘，備後灘，広島湾・安芸灘，周防灘，豊

後水道，明石海峡，友ヶ島水道，鳴門海峡，備讃瀬戸，来島海峡，釣島水道，速吸瀬戸，

関門海峡，有明海・八代海，鹿児島湾の海域の潮流予測を無料で公開している．潮流図は

数値シミュレーションの結果を調和分解して算出した調和定数を使用して，南北成分と東

西成分をそれぞれ計算し合成した予測値である．詳細は上述のウェブサイトを参照された

い． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（7）の項を参照

されたい． 

 

(8) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．海流・潮流

の情報として提供される情報は以下の通りである． 「海しる API」により，JSON，GeoJS

ON 又は PNG 形式にてデータを無料で取得することが可能である．海しる API の利用方法

は 4.9.2 を参照されたい． 

 海流：流況（東部津軽海峡），表層海流（予想），流向（実況・予想），流速（実況・予想），海

流（統計），海洋速報（海流図） 

 潮流：潮流推算（東京湾，伊勢湾，瀬戸内海），潮流シミュレーション（慶良間諸島） 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑨（8）の項を参照

されたい． 
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4.9.2 取得利用方法（海しる API） 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい．

4.10 通信可能エリア 

本項では，「通信可能エリア」について説明する．

4.10.1 既存の付加的地図情報 

(1) キャリア別サービスエリア

(a) 所在及びコスト

スマートフォン及び携帯電話のサービスエリアは，各キャリアのウェブサイトにて無料

で公開されている．主要なキャリアのサービスエリアに関するウェブサイトページは以下

の通りである．詳細はそれぞれのウェブサイトを参照されたい．

 NTT ドコモ（https://www.docomo.ne.jp/area/?icid=CRP_menu_to_CRP_AREA）

 au（https://www.au.com/mobile/area/）

 ソフトバンク（https://www.softbank.jp/mobile/network/area/）

 楽天モバイル（https://network.mobile.rakuten.co.jp/area/）

 UQ mobile（https://www.uqwimax.jp/mobile/area/）

 Y!mobile（https://www.ymobile.jp/area/）

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑩の項を参照され

たい．

4.11 事故情報 

本項では，「事故情報」データについて説明する．本ガイドラインでは，現況発生して

いる事故と蓄積された事故データに分けて説明する．

4.11.1 既存の付加的地図情報（現況の事故） 

(1) 海の安全情報 沿岸域情報提供システム

(a) 所在及びコスト

海の安全情報は，海上保安庁がプレジャーボートや漁船などの船舶運航者やマリンレ

ジャー愛好者に対して，全国各地の灯台などで観測した風向，風速，波高などの局地的な

気象・海象の現況，海上工事の状況，海上模様が把握できるライブカメラなどの「海の安

全情報」をリアルタイムに無料で提供するウェブサイト（https://www6.kaiho.mlit.go.jp/）で

ある．緊急情報として船舶の衝突，油の流出等の海難･事故に関する情報を提供している．

PC 版の他，スマホ版が存在する．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係
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別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑪（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 船舶交通安全情報 

本ガイドライン 4.5.1 (1) 水路通報・管区水路通報及び 4.5.1 (2) 船舶交通安全情報の

項を参照されたい． 

 

4.11.2 既存の付加的地図情報（事故データ） 

(1) 海の安全情報 沿岸域情報提供システム 

(a) 所在及びコスト 

海の安全情報は，海上保安庁がプレジャーボートや漁船などの船舶運航者やマリンレ

ジャー愛好者に対して，全国各地の灯台などで観測した風向，風速，波高などの局地的な

気象・海象の現況，海上工事の状況，海上模様が把握できるライブカメラなどの「海の安

全情報」をリアルタイムに無料で提供するウェブサイト（https://www6.kaiho.mlit.go.jp/）で

ある．海難情報を速報としてリスト化したもの，季節ごとの事故の特徴等をまとめた資料

を掲載している．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑪（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 船舶事故ハザードマップ 

(a) 所在及びコスト 

運輸安全委員会が公表した船舶事故調査報告書を対象として，地図上に事故発生位置を

表示し，事故情報を無料で提供するウェブサイト（https://jtsb.mlit.go.jp/hazardmap/）である．

マップ上に表示する事故発生位置を，発生日時，事故種類等で任意に設定可能である．表

示された事故発生位置からリンクされた事故調査報告書を閲覧することができる．詳細は

上述のウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑪（2）の項を参照

されたい． 

 

(3) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．事故データ

として上述(2)の船舶事故ハザードマップの情報が掲載されている． 
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当該データは，海しる API による提供対象外となっている． 

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑪（3）の項を参照

されたい．

4.12 漁業活動 

本項では，「漁業活動」データについて説明する．

4.12.1 既存の付加的地図情報 

(1) 漁具定置箇所一覧図

(a) 所在及びコスト

漁具定置箇所一覧図は，沿岸付近の航海や荒天時の避泊の際に定置網等への乗揚げ事故

等を防ぐため海上保安庁が刊行しており，水路図誌販売所や取次店から購入できる．また

定置漁具の敷設情報が海上保安庁の各管区のウェブサイトに掲載されている．参考文献[2

8]によると養殖施設や定置漁具の情報などの情報が記載されている．

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑫（1）の項を参照

されたい．

(2) こませ情報

(a) 所在及びコスト

海上保安庁 備讃瀬戸海上交通センターが「こませ網」漁業盛漁期間中の航行安全対策

として，瀬戸内海のこませ網操業状況参考図をウェブページ（https://www6.kaiho.mlit.go.jp/

bisan/ope/komase/k.html）にて無料で公開している．概ね毎年 2 月から 8 月の期間中の情報

が毎日更新される．過去の状況図は盛漁期間以外でも常時掲載されている．公開される情

報のイメージは参考文献[29]を参照されたい． 

(b) 権利関係

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑫（3）の項を参照

されたい．

(3) 海しる 海洋状況表示システム

(a) 所在及びコスト

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．以下の情報

が無料で提供されている．「海しる API」により，JSON，GeoJSON 又は PNG 形式にてデー

タを無料で取得することが可能である．海しる API の利用方法は 4.12.2 を参照されたい．
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 区画漁業権 

 定置漁業権 

 共同漁業権 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑫（2）の項を参照

されたい． 

 

(4) 漁業共同組合 

(a) 所在及びコスト 

漁業関係者に直接アプローチする方法として，漁業共同組合を通したアンケート調査に

より情報を入手することができる．参考文献[30]では，海上保安庁が漁業操業の実態を把

握することを目的に，対象海域の漁業協同組合を選定し，組合を通して組合員（漁業関係

者）にアンケートを配布し収集している．これにより，例えば操業海域，漁港の入出港時

間，操業開始・終了時間，漁法や漁獲物，年間操業日数等の情報を収集することができる．

詳細は前述の参考文献を参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑫（4）項を参照さ

れたい． 

 

4.12.2 取得利用方法 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい． 

 

4.13 避難港の状況（泊地，係船岸壁等） 

本項では，「避難港の状況（泊地，係船岸壁等）」データについて説明する． 

 

4.13.1 既存の付加的地図情報 

(1) 全国避難港情報ポータルサイト 

(a) 所在及びコスト 

全国避難港情報ポータルサイトは，国土交通省のウェブサイト（https://www.mlit.go.jp/ko

wan/kowan_fr1_000085.html）にて避難港の施設情報を無料で公開している．「避難港」とは，

暴風雨やしけが発生した際に航行中の小型船舶が避難するための港を言い，港湾法第２条

第９号に基づいて指定される 36 港湾の以下の情報が掲載されている．避難港とは，暴風雨

に際し小型船舶が避難のため停泊することを主たる目的とし，通常貨物の積卸又は旅客の

乗降の用に供せられない港湾をいう．詳細は前述のウェブサイトを参照されたい． 

 避難施設：係留施設，泊地 
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 航路標識：灯台 

 航空写真 

 港湾管理者情報海図 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑬（1）の項を参照

されたい． 

 

(2) 航海用海図 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が刊行する航海用海図に港湾情報として，指定錨泊地の概位，投錨禁止区域

の概位，検疫法による検疫錨地の概位などの情報が記載されている．日本水路協会の海図

ネットショップ（https://www.jha.or.jp/shop/index.php?main_page=index）及び販売所から購入

が可能であり，紙媒体で提供される．縮尺によって次の 5 種類に分類されており，1 枚当

たり 2,000 円から 3200 円（税抜き）で購入できる．航海用海図の更新は，水路通報の海図

別補正図が毎週金曜日に発行され，印刷物の送付もしくはインターネットからダウンロー

ドにより入手可能である．詳細は上述のウェブサイトを参照されたい． 

 総図 ：縮尺 1/400 万未満の小縮尺の図 

 航洋図：縮尺 1/100 万より小縮尺の図 

 航海図 ：縮尺 1/30 万より小縮尺の図 

 海岸図 ：縮尺 1/5 万より小縮尺の図 

 港泊図：1/5 万未満の大縮尺の図 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑫（2）の項を参照

されたい． 

 

(3) 海しる 海洋状況表示システム 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁が運営するさまざまな海洋情報を集約し，地図上で重ね合わせて表示できる

情報ウェブサービス（https://www.msil.go.jp/msil/Htm/TopWindow.html）である．港湾情報と

して以下の情報が無料で提供されている．詳細は上述のウェブページを参照されたい． 

 港則法適用港：港則法施行令第一条（別表第一）に定められた港の概位 

 港湾区域：港湾法第九条による告示に基づく港湾区域 

 びょう地：港則法施行規則第三条（別表第一）に定められた区域 

 指定錨地：港長公示に基づく指定錨地（電子海図に記載のあるもの） 

 検疫錨地：港長公示に基づく検疫錨地（電子海図に記載のあるもの） 

 港湾写真：海上保安庁が所有する港湾写真 
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など 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑫（3）の項を参照

されたい． 

 

4.13.2 取得利用方法 

海しる API による取得手順は，4.2.2 項及び別添資料 2 海しる API パラメータ一覧を参

照されたい． 

 

4.14 浮遊物 

本項では，「浮遊物」データについて説明する． 

 

4.14.1 既存の付加的地図情報 

(1) 船舶交通安全情報 航行警報 

(a) 所在及びコスト 

海上保安庁 海洋情報部のウェブサイト（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/TUHO/tuho2.html）

にて，船舶交通安全情報として以下の情報が無料で公開されている．詳細は上述のウェブ

サイト及び 4.5 (2) 船舶交通安全情報 航行警報を参照されたい．  

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑭（1）の項を参照

されたい． 

(2) 海の安全情報 沿岸域情報提供システム 

(a) 所在及びコスト 

海の安全情報は，海上保安庁がプレジャーボートや漁船などの船舶運航者やマリンレ

ジャー愛好者に対して，全国各地の灯台などで観測した風向，風速，波高などの局地的な

気象・海象の現況，海上工事の状況，海上模様が把握できるライブカメラなどの「海の安

全情報」をリアルタイムに無料で提供するウェブサイト（https://www6.kaiho.mlit.go.jp/）で

ある．緊急情報として船舶の航行に影響のある木材，コンテナ等の漂流，浅所の発見等の

航路障害物に関する情報を提供している．PC 版の他，スマホ版が存在する．詳細は上述の

ウェブサイトを参照されたい． 

(b) 権利関係 

別添資料 1「外部環境データの利用に関する権利関係一覧」の表中，⑭（2）の項を参照

されたい． 
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5. 電子海図等の開発動向

5.1 航海用電子海図 ENC の利用動向 

本節では航海用電子海図 ENC の利用動向に関する調査結果を記す．航海用電子海図 ENC

は電子海図情報表示装置 ECDIS の他，複合的な機能を有する航海支援機器に活用されてい

る．航海用電子海図 ENC（S-57 フォーマット）が活用された製品及びその概要は，別添資

料 3「航海用電子海図・航海用電子参考図の利用の動向調査結果」を参照されたい． 

5.2 航海用電子参考図 ERC の利用動向 

本項では航海用電子参考図 ERC の利用動向に関する調査結果を記す．航海用電子参考図

ERC は内航船・漁船向け航海支援機器として，自他船情報表示機能をベースに少数の追加

機能を有する機器に活用されている．航海用電子参考図 ERC が活用された製品及びその概

要は，別添資料 3「航海用電子海図・航海用電子参考図の利用の動向調査結果」を参照さ

れたい．
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6.船舶版ダイナミックマップの試作 

6.1 ユースケース事例の整理 

ダイナミックマップの使用イメージを共有化し必要性を調査するために，ダイナミック

マップのユースケースを作成しダイナミックマップの使用イメージを明確化した．ユース

ケースとは利用者があるシステムを用いて特定の目的を達成するための流れを定義したも

のであり，図と記述形式により表される． 

ユースケースを作成するため，以下の分析を行い，マップ情報（データ）の使用目的の

明確化を行った．本節では，調査結果としてニーズが高かった付加的地図情報に関する

ユースケースとして，図 6.1.1 に地形水深データのユースケースを，図 6.1.2 に交通流・輻

輳度及び漁業活動並びに浮遊物データのユースケースを示す．調査の詳細は，別添資料 4

 ユースケース事例調査結果を参照されたい． 

 2022 年度に実施したアンケート調査・ヒアリング調査の結果の分析 

 従来型・非従来型の船舶が必要とするマップ情報について時間軸・空間軸に整理 

 整理したマップ情報のうちニーズの高かったものの使用目的を分析 

 

 
 

図 6.1.1 地形水深データのユースケース例 
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図 6.1.2 交通流・輻輳度及び漁業活動並びに浮遊物データのユースケース例 

6.2 船舶版ダイナミックマップの試作 

6.2.1 概要 

船舶ダイナミックマップのイメージを共有及び明確化するために，付加的地図情報を基

盤的地図情報へ重畳表示するダイナミックマップ試作版を作成した．基盤的地図情報とし

ては一般財団法人 日本水路協会が発行する航海用電子参考図（new pec）を採用した．ne

w pec のデータは，日本水路協会より別途開示された独自フォーマットにより点や線の位

置情報やその属性情報が記された情報であり，陸岸などの線や灯台等のオブジェクトが地

図として表示するためには，地図記号や線種・色等を指定する必要がある．これらの定義

は，日本水路協会が作成する「newpec テキストデータファイルフォーマット」に記載（非

公開：詳細は日本水路協会に問い合わせのこと）され，これに従って作成した．図 6.2.1 は

試作版の開発プロセスを示す．
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図 6.2.1 試作版の開発プロセス 

 

6.2.2 特徴・機能 

(1) 特徴 

本試作版の特徴について記す．本試作版では，基盤地図情報として海上保安庁発行の航

海用電子海図（ENC）ではなく一般財団法人 日本水路協会が国内小型船向けに開発し発

行している航海用電子参考図（new pec）の地図データを使用している．この理由は，船

舶版ダイナミックマップ試作版は，データを公開しユーザに提供可能なオープンデータプ

ラットフォームとして整備することを想定しているため，公式ではあるが厳しい制約のあ

る海図，すなわち海上保安庁発行の航海用電子海図（ENC）ではなく，参考図として広く

普及しており制約が少ない new pec を盤地図情報として採用した．次に，付加的地図情報

として想定されるデータは数多くあり，更新頻度も幅広い．このように更新頻度が高い動

的データから低い準静的データを扱う仕組みとして，各データを個別にレイヤーとして地

図に表示させる仕様とした．試作版ではユースの調査においてニーズが高かった静的デー

タである地形水深データとして衛星測深データを，準静的データである交通流・輻輳度

データとして遭遇頻度データを付加的地図情報として重畳した．レイヤーの導入によって，

各種付加的地図情報に対し，それぞれの特性に適切な方法で重畳表示でき，レイヤー数を

増やすことにより重畳するコンテンツを容易に増加させることができる． 

 

(2) 基本機能 

船舶版ダイナミックマップの試作版が有する機能を示す．本項では，new pec データを

地図として使用するために必要な基本機能の概要を示す．図 6.2.2 は本基本機能により new

 pec のデータを描画した基本画面の例である． 

 図法の指定（試作版ではメルカトル図法を採用） 

 緯度経度線の描画： 

 ノースマークの描画： 

 縮尺の描画 

 縮尺及び描画中心位置の変更（ボタンとマウスによる操作） 
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 画像データ（ビットマップデータ）の保存

図 6.2.2 船舶版ダイナミックマップの試作版の基本画面 

(2) 付加的地図情報の表示機能

基盤的地図情報に付加的地図情報を重畳する例を提示する．

(a) 衛星測深データ

図 6.2.3 は付加的地図情報として用いた衛星測深データの例である．フォーマットは，1

行目はデータヘッダー，2 行目以降が実データであり，UTM 座標系で記された東西方向の

位置情報 X [m]と南北方向の位置情報 Y [m]，水深情報 Depth [m]が記載される．なお，水

深情報は「nan」は陸地を意味する．なお山口湾での衛星測深データ（2022 年度 船舶海

洋分野のダイナミックマップ研究会の成果）を重畳表示した例を図 6.2.4 に示す． 
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図 6.2.3 衛星測深データ例 

 

 

図 6.2.4 山口湾における衛星測深データ重畳例 
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(b) 遭遇頻度データ 

図 6.2.5 は付加的地図情報として用いた遭遇頻度データの例である．表示される遭遇頻度

データは見合い関係別・時間帯別を任意に指定可能である．データはMicrosoft Excelファ

イル形式であり，1 行目は東西方向の格子 ID，1 列目は南北方向の格子 ID，データ部は各

格子内での遭遇頻度の数値を意味する格子データフォーマットで表される．見合い別及び

時間帯別の遭遇頻度データを重畳表示することができ，任意に設定した航海計画上の遭遇

頻度を計算・出力する機能を有する．見合い別及び時間帯別の遭遇頻度データを重畳する

ためには，時間帯別の遭遇頻度データを記載したシート及び表示する対象海域の範囲等を

記載した設定シートで構成される見合い別に保存された Excel ファイルを事前に準備する

必要がある．さらに 6.1 節で示した交通流・輻輳度のユースケースを想定して，計画航路

を設定し，その航路上における遭遇頻度の値を計算し保存する機能も有している．計画航

路は，地図上にマウスでクリックする他，緯度経度による指定及び灯台等の目標物の緯度

経度からの距離及び方位を指定することにより設定できる． 

図 6.2.6 は伊豆半島周辺～東京湾南部における遭遇頻度データ及び任意に設定した計画航

路を重畳した例である． 

 

 

図 6.2.5 遭遇頻度データ例 
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図 6.2.6 遇頻度データ及び任意に設定した計画航路の重畳例 

 

6.3 船舶版ダイナミックマップの効果検証 
6.3.1 調査方法と内容 

船舶版ダイナミックマップの一例として，遭遇頻度データを地図へ表示したことによる

効果及び地図に表示した遭遇頻度データを航路計画に活用することによる効果を調査する

ことを目的として，Web アンケート形式にてアンケート調査を行った．対象者は，研究会

メンバーのうち船舶運航会社とマリコン，大学教授（計 10 名）とし，船舶版ダイナミック

マップ試作版の使用方法を紹介する動画を閲覧後，図 6.3.1 の想定ユースケースに対する設

問に回答いただいた．船舶版ダイナミックマップ試作版の使用方法を紹介する動画のス

ナップショットは，別添資料 5 船舶版ダイナミックマップ試作版の使用方法を参照され

たい． 
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図 6.3.1 アンケート調査における想定ユースケース 

調査内容は以下の項目と対象に，5 段階評価と自由回答として評価の理由や改善点を記

述する形式とした．想定したユースケースを考慮して，回答者の海技士免許の保有状況に

ついての設問も設けた．

 遭遇頻度データを地図へ表示したことによる効果

 試作版プログラムの使いやすさ（遭遇頻度データの表示や航路設定・修正の操作

の容易性）

 表示内容の見やすさ (瞬間的な認識)（レイアウトや情報提示の表現方法の視認性）

 情報収集のしやすさ (現在の状況の認識)（表示される情報収集の容易性）

 状況把握のしやすさ (現在の状況の理解)（情報の理解の容易性）

 予測のしやすさ (近い将来の予測)（実航行時の予測の容易性）

 意思決定のしやすさ（低輻輳度を考慮した航海計画の変更・承認時の意思決定の

容易性）

 遭遇頻度データを航路計画に活用することによる効果

 遭遇頻度データの航海計画への活用（航海計画への活用希望の程度）

 遭遇頻度データを重畳したダイナミックマップの効果（航海計画への貢献の程度）

 遭遇頻度データの活用（航海計画の立案・承認の以外での活用希望の程度）

 その他

 航海計画立案・承認に有効なその他の情報（自由回答）

 ダイナミックマップのその他の活用方法（自由回答）

 その他ご意見（自由回答）

6.3.2 調査結果 

アンケート調査結果の概要を示す．有効回答者数は 9 名であり，その内訳は運航会社 2

名，マリコン 5 名，大学教授 1 名，不明 1 名である．回答者は試作版を使用せず，使用方

法を紹介する動画を閲覧する方法にてアンケート調査を実施したため，各設問において実

際に使用しないとわからないという回答及びそれに起因する 5 段階評価の回答が占める割
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合が多かった．これを除いた結果から得られた考察を以下に示す． 

遭遇頻度データを地図へ表示したことによる効果として，表示された遭遇頻度ヒート

マップから衝突危険性を理解することは比較的容易であるが，実際に航行しようとする状

況を予測し，計画変更の意思決定を行うことは困難という傾向が見られた．遭遇頻度デー

タを航路計画に活用することによる効果に関して，航海計画への利用希望は低いが，衝突

危険性の把握という観点での期待は高かった．ただし遭遇頻度データは統計値のため操船

時の利用期待は低かった．改善すべき事項としては，既存航海計器（ECDIS や Passage 

planning）やタブレットによる利用，適切な表示方法と操作方法，航海計画に必要な遭遇

頻度以外のその他の必要な情報の提供が挙げられた．アンケート結果の詳細は，別添資料

6 船舶版ダイナミックマップ試作版に関するアンケート調査結果を参照されたい． 
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7. データプラットフォームの活用方法 

7.1 データプラットフォームの構成例 

 

 

 

図 7.1.1 想定するプラットフォームの構成 

 

データプラットフォームの一般的な構成例としては，上記の３つが挙げられる． 

類型１は，プラットフォーム事業者（以下，ＰＦ事業者という．）は，データを保持せ

ずに，開示者と利用者の間で締結されるデータの開示に関する契約の仲介を行う．ここで

仲介といっても，その内容は様々なものがあるが，ＰＦ事業者と開示者及び利用者の間で

締結されるＰＦ利用契約に基づき，開示契約の内容を一定程度制限するものが多い．例え

ば，ＰＦ利用規約の中で，開示者が利用者でデータを開示する場合は，開示契約の記載に

かかわらず，利用者は開示者から提供を受けたデータについて第三者提供ができないと

いった内容を設けるといったことがありえる． 

類型２は，ＰＦ事業者が開示者からデータの開示を受け，さらに，ＰＦ事業者が利用者

にデータの開示をする類型である．類型１との違いは，データの開示に関する契約につい
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て，ＰＦ事業者が契約の当事者になるという点である．この違いは，例えば，データの内

容等に関する責任問題が発生した場合に，類型１であれば，ＰＦ事業者はデータの開示契

約の当事者ではないため，責任を負わないが，類型２の場合は，ＰＦ事業者が契約当事者

であるため，責任を負う可能性がある点などに現れる（ただし，データの内容等（例えば，

正確性など）については，契約で非保証を規定することも可能であるため，契約によりそ

の責任を免除することは可能である．）． 

類型３は，ＰＦ事業者，開示者，利用者が契約を締結することで，開示対象としたデー

タについて，相互に開示する類型である．しかしながら，この類型は，様々な利益関係を

有する各参加者に対して，統一的なルールを定めることの困難性である． 

 

7.2 データプラットフォームの法的論点等 

7.2.1 ダイナミックマップに関するデータの利用関係 

 

 

図 7.2.1 ダイナミックマップに関するデータの利用関係 

 

ＰＦ会員等が外部環境データ等を利用する場面を上記の図に基づいて，順に説明を行う

と，以下のような場面が考えられる． 

  

① データ保持者が，ＰＦ事業者を経由して，ＰＦ会員にデータを提供し，ＰＦ会員が

契約で定められた範囲内でそのデータを利用する場面 

  

② データ保持者が，ＰＦ事業者を経由して，ＰＦ会員にデータを提供し，ＰＦ会員が

ダイナミックマップをそのデータを作成して，エンドユーザ（そのＰＦ会員が提供するダ

イナミックマップ関連のサービスのユーザ）に対して，ダイナミックマップの使用を許諾
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する場面 

  

③データ保持者からデータの提供を受けたＰＦ事業者 がそのデータを用いて，ダイナ

ミックマップを作成し，エンドユーザ（ＰＦ事業者が提供するダイナミックマップ関連の

サービスのユーザ）に対して，ダイナミックマップの使用を許諾する場面 

  

④③において，ＰＦ事業者が作成したダイナミックを，ＰＦ会員にまず使用許諾し，さ

らに，ＰＦ会員がエンドユーザに対して，さらに使用許諾する場合（例えば，ＰＦ事業者

が作成したダイナミックマップを，ＰＦ会員が自ら作成しているダイナミックマップやそ

れを用いたサービスの一部として組み込むような場合が想定される．） 

 

7.2.2 ダイナミックマップに関するプラットフォームとして適する類型 

以下の理由から，ダイナミックマップに関するプラットフォームとして適する類型とし

ては，類型２の間接契約型が適すると考える． 

  

【理由①：データ項目・形式の統一の必要性】 

  

ダイナミックマップの作成に関連するデータは，開示者（データ保持者）が複数になり，

かつ，開示者（データ保持者）ごとに，データの項目やファイル形式などが異なっている

という実状がある． 

さらに今後データの利活用が促進されれば，データ保持者の数はさらに膨れあがり，

データ保持者ごとに独自のデータ項目名やファイル形式を設定してデータの管理がなされ

ることが予想される． 

そのような場合において，間接契約型以外のスキームを採ると，データ保持者からデー

タの提供を受けた利用者側で，データ保持者ごとに異なるデータ項目や形式を整理して，

データ項目・形式の統一を行って，ダイナミックマップを作成するという非常に煩雑な作

業をしなければならない． 

このような煩雑な作業をデータの利用者側の負担とすれば，データの利活用が進まず，

結果，ダイナミックマップの作成やその利用が進まないことになる． 

以上のような考慮から，ダイナミックマップの作成に関連するデータは，ＰＦ事業者が

一旦提供を受け，集約させた上で，データ項目や形式の統一を図った後に，ＰＦ会員等の

データの利用者に提供をすることが好ましいと考える． 

  

【理由②：データの利用条件の調整の必要性】 

  

理由①とも関連するが，ダイナミックマップの作成に関連するデータは，複数のデータ
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保持者に分かれて保持されている状況である．また，同様に，各データ保持者が示してい

る各種データの利用条件は千差万別であり，利用者がデータを利用しようと思った場合に，

各データ保持者に対して，どの範囲でデータの利用ができるのかを確認しなければならな

い場面が想定される． 

このようにデータの利用条件が千差万別であり，その利用条件に違反したデータの利用

をしないようにするための負担をデータ利用者に課せば，データの利活用に対する大きな

障害になる． 

そこで，ＰＦ事業者が，データ保持者からデータの提供を受ける際に，ＰＦ事業者がＰ

Ｆ会員等にデータを提供する利用条件（データ利用者がそのデータを利用できる範囲を含

む．）を交渉して，データ利用者がダイナミックマップを作成あるいは使用するにあたっ

て安心してデータを利用できるような状況を作る必要がある． 

以上のような考慮から，ＰＦ事業者がダイナミックマップの作成に関連するデータを取

得して保持する，間接契約型が好ましいと考える． 

 

7.3 GIS プラットフォームの活用例 

本項では，ダイナミックマップに必要なデータを活用するためのプラットフォームとし

て，GIS について記載する．GIS で提供可能なデータとして，船舶の輻輳度・海象・離着

桟港 3D 情報等は，船舶の自動運航でも有用と考えられる．これらの情報は，既存の舶用

機器にて，データ種類毎に個別に提供されている状況であるが，プラットフォームで統合

的に提供されることは，運用上大いに利点があると思われる． 

一方，自動運航を実現するには，既存の舶用機器から提供されるデータのみでは，不足

している点も多くある．ここでは，新技術を用いることで，既存の舶用機器が提供しきれ

ていないデータについて記載する． 

適用する新技術は，近年の小型衛星の増加により，利用するための費用が軽減され，撮

影機会が増加した衛星画像解析及び計測機器の機能強化，モデル化技術の向上が著しい港

湾設備の 3D モデル化を対象とする． 

なお，具体的な GIS として，広く普及しており，かつ，多機能で比較的安価に提供され

ている ArcGIS を例として提示する． 

 

7.3.1 衛星画像（光学）を用いた計測データ 

本稿では，衛星画像（光学）から，浅海の水深を推論する AI の結果を ArcGIS 上に表示

する例を示す．日本沿岸の水深情報は，海上保安庁が有しているが，必ずしも多くの情報

を提供している訳ではなく，地域に偏りがあるうえ，水深データのメッシュも必ずしも細

かいとは言えない． 

これを解決する手法の一つとして，衛星画像（光学）を解析し，周波数バンド情報と実

際の水深データを関連付けた学習を実施することで，衛星画像の画素単位の水深を推定す
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る人工知能（ＡＩ）を構築し，学習した海域以外の水深推定を実施するものである． 

なお，ＡＩの特性上，推定精度の上限が存在することを考慮した利用を前提とする．以

下に衛星画像から水深を推定した事例を示す． 

 

事例 1：撮像衛星：WorldView-3，解像度 50cm，撮影日時 2023/12/21 01:16:04 UT，千葉

県南房総市岩井） 

 

 

 

7.3.2 離着桟港の 3D モデル化データ 

本稿では，港湾設備を各種センサにより計測したデータをもとに生成した 3D モデルを

ArcGIS 上に表示する例を示す．自動離着桟を実現するためには，船体及び港湾設備（特に

着岸ふ頭）との相対距離，相対角度を把握する必要がある．各種センサにて計測した相対

距離，相対角度をリアルタイムに GIS に表示することにより，接岸状況の把握，接岸操船

へのフィードバック等に有効な情報となる． 

以下に計測船に水中マルチスキャンソナー，レーザーを搭載し，ふ頭を計測して生成し

た 3D モデルの表示例を示す．（撮影箇所：清水港富士見ふ頭，撮影日 2023/12/16-18） 
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団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
海
図
の
購
入
方
法

＞
 ht
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w
w
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航
海
用
電
子
海
図

利
用
申
込
に
つ
い
て
＞
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※
こ
の
中
に
「
Ｅ
Ｎ

Ｃ
利
用
規
程
」
存
在
す

る
。

 

地
図
の
著
作
物
と
し

て
の
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
が
高
い
。
た

だ
し
、
航
路
デ
ー
タ
の

み
で
あ
れ
ば
著
作
権
は

成
立
し
な
い
た
め
、
航

路
デ
ー
タ
を
利
用
す
る

こ
と
の
制
限
は
特
に
な

い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

航
海

用

電
子

海
図

を
第

三

者
の

端
末

に
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
さ

せ
れ

ば
、

著
作

権
侵

害
（
複

製

権
侵

害
、

公
衆

送

信
権

侵
害

）
に

な
る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
航

海
用

電
子

海
図

を

第
三

者
に

表
示

さ

せ
れ

ば
、

著
作

権

侵
害

（
公

衆
送

信
権

侵
害

）
に

な
る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

航
海

用

電
子

海
図

を
複

製

又
は

翻
案

を
せ

ず

に
、

許
可

さ
れ

た
表

示
端

末
で

表
示

す

る
限

り
で

あ
れ

ば
、

Ｄ
Ｍ

作
成

の
た

め

に
、

航
海

用
電

子

海
図

を
使

用
で

き

る
。

 
 

航
海

用

電
子

海
図

を
改

変

す
る

場
合

は
、

翻
案

に
つ

い
て

の
許

諾

が
必

要
。

 


 

水
路

業

務
法

２
４

条
に

違
反

す
る

可
能

性
が

あ

る
。

 
 

水
路

業

務
法

２
５

条
に

違
反

す
る

可
能

性
が

あ

る
。

 
 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
航

海
用

電
子

海
図

を

第
三

者
が

確
認

で

き
る

よ
う

に
な

っ
て

い
れ

ば
、

公
衆

送

信
権

侵
害

の
問

題

が
生

じ
る

。
 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 
 

Ｅ
Ｎ

Ｃ
利

用
規

程
に

対
す

る

合
意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
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
 

Ｅ
Ｎ

Ｃ
利

用
規

程
違

反
に

な

る
可

能
性

が
高

い
。


 

Ｅ
Ｎ

Ｃ
利

用
規

程
違

反
に

な

る
可

能
性

が
高

い
。

 

 
⑶
旅
客
航
路
事
業
現

況
表

 

国
土
交
通
省
の
各
運

輸
局

 

紙
媒
体
で
あ
り
、
特

に
利
用
規
約
等
は
見
当

た
ら
な
い
。

 

地
図

の
著
作
物
と
し

て
の
著

作
権
が
成
立
す

る
可
能

性
が
高
い
。
た

だ
し
、

航
路
デ
ー
タ
の

み
で
あ

れ
ば
著
作
権
は

成
立
し

な
い
た
め
、
航

路
デ
ー

タ
を
利
用
す
る

こ
と
の

制
限
は
特
に
な

い
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 


 

旅
客

航

路
事

業
現

況
表

（
紙

）
に

つ
い

て
、

著

作
権

が
成

立
す

る

地
図

部
分

も
含

め

て
複

製
す

れ
ば

複

製
権

侵
害

に
な

り
、

複
製

物
を

第
三

者

に
提

供
す

れ
ば

譲

渡
権

侵
害

に
な

る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

旅
客

航

路
事

業
現

況
表

（
紙

）
の

地
図

部
分

に
著

作
権

が
成

立

す
る

場
合

、
電

子
化

の
た

め
に

、
複

製
、

改
変

を
行

う
の

で
、

複
製

及
び

翻
案

の

承
諾

が
必

要
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
旅

客
航

路
事

業
現

況

表
（
紙

）
を

電
子

デ
ー

タ
に

し
た

も
の

を
確

認
で

き
る

よ
う

に
な

っ
て

い
れ

ば
、

公
衆

送
信

権
侵

害

の
問

題
が

生
じ

る
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

特
に
な
し

 


 
著

作
物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 

 
⑷
海
上
定
期
便
ガ
イ

ド
 

内
航
ジ
ャ
ー
ナ
ル
株

式
会
社

 

紙
媒
体
で
あ
り
、
特

に
利
用
規
約
等
は
見
当

た
ら
な
い
。
な
お
、
海

上
定
期
便
ガ
イ
ド
の
購

入
は
オ
ン
ラ
イ
ン
か
ら

で
も
可
能
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地
図
の
著
作
物
と
し

て
の
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
が
あ
る
。
た

だ
し
、
航
路
デ
ー
タ
の

み
で
あ
れ
ば
著
作
権
は

成
立
し
な
い
た
め
、
航

路
デ
ー
タ
を
利
用
す
る

こ
と
の
制
限
は
特
に
な

い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

海
上

定

期
便

ガ
イ

ド
（
紙

）
に

つ
い

て
、

著
作

権
が

成
立

す
る

地
図

部

分
も

含
め

て
複

製

す
れ

ば
複

製
権

侵

害
に

な
り

、
複

製
物

を
第

三
者

に
提

供

す
れ

ば
譲

渡
権

侵

害
に

な
る

可
能

性

が
高

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

海
上

定

期
便

ガ
イ

ド
（
紙

）
の

地
図

部
分

に
著

作

権
が

成
立

す
る

場

合
、

電
子

化
の

た
め

に
、

複
製

、
改

変
を

行
う

の
で

、
複

製
及

び
翻

案
の

承
諾

が

必
要

。
 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
海

上
定

期
便

ガ
イ

ド

（
紙

）
を

電
子

デ
ー

タ
に

し
た

も
の

を
確

認
で

き
る

よ
う

に

な
っ

て
い

れ
ば

、
公

衆
送

信
権

侵
害

の

問
題

が
生

じ
る

。
 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

特
に
な
し

 


 
著

作
物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 

②
地
形
・
水
深

 
⑴
海
底
地
形
図
（
沿

岸
の
海
の
基
本
図
）

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞
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地
図
の
著
作
物
と
し

て
の
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
が
高
い
。
た

だ
し
、
水
深
デ
ー
タ
の

み
で
あ
れ
ば
著
作
権
は

成
立
し
な
い
た
め
、
水

深
デ
ー
タ
を
利
用
す
る

こ
と
の
制
限
は
特
に
な


 

海
底

地

形
図

に
著

作
権

が

成
立

す
る

場
合

、
海

底
地

形
図

を
複

製

す
れ

ば
複

製
権

侵

害
に

な
り

、
複

製
物

を
第

三
者

に
提

供

す
れ

ば
譲

渡
権

侵


 

海
底

地

形
図

に
著

作
権

が

成
立

す
る

場
合

、
電

子
化

の
た

め
に

複

製
、

改
変

を
行

う
の

で
あ

れ
ば

、
複

製
及

び
翻

案
の

承
諾

が

必
要

。
 


 

海
底

地

形
図

に
著

作
権

が

成
立

す
る

場
合

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
を

通

じ
て

海
底

地
形

図

を
電

子
デ

ー
タ

に
し

た
も

の
を

確
認

で
き

る
よ

う
に

な
っ

て
い


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 
 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意
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い
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

害
に

な
る

可
能

性

が
高

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

れ
ば

、
公

衆
送

信

権
侵

害
の

問
題

が

生
じ

る
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

国
土

地

理
院

作
成

の
地

図

（
基

本
測

量
又

は
公

共
測

量
の

測
量

成

果
）
を

利
用

し
て

い

る
場

合
に

つ
い

て

は
、

②
⑶

の
該

当

箇
所

を
参

照
 

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

 
⑵
海
底
地
形
デ
ジ
タ

ル
デ
ー
タ
（
Ｍ
７
０
０

０
シ
リ
ー
ズ
）

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞
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地
図
の
著
作
物
と
し

て
著
作
権
が
成
立
す
る

可
能
性
が
あ
る
。
た
だ

し
、
水
深
デ
ー
タ
の
み

で
あ
れ
ば
著
作
権
は
成

立
し
な
い
た
め
、
水
深

デ
ー
タ
を
利
用
す
る
こ

と
の
制
限
は
特
に
な

い
。

 

 ※
１

⑴
に

記
載

の

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
著

作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

海
底

地

形
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

（
Ｍ

７
０

０
０

シ
リ
ー

ズ
）
を

第
三

者
の

端

末
に

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

さ
せ

れ
ば

、
著

作
権

侵
害

（
複

製
権

侵

害
、

公
衆

送
信

権

侵
害

）
に

な
る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

海
底

地

形
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

（
Ｍ

７
０

０
０

シ
リ
ー

ズ
）
を

、
イ

ン
タ

ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
第

三
者

に
表

示
さ

せ

れ
ば

、
著

作
権

侵

害
（
公

衆
送

信
権

侵

害
）
に

な
る

可
能

性

が
高

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

海
底

地

形
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

（
Ｍ

７
０

０
０

シ
リ
ー

ズ
）
を

複
製

又
は

翻

案
し

な
け

れ
ば

、
Ｄ

Ｍ
作

成
の

た
め

に
、

海
底

地
形

デ
ジ

タ

ル
デ

ー
タ

（
Ｍ

７
０

０

０
シ

リ
ー

ズ
）
を

使
用

で
き

る
。

 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

海
底

地

形
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

（
Ｍ

７
０

０
０

シ
リ
ー

ズ
）
を

改
変

す
る

場

合
は

、
翻

案
に

つ

い
て

の
許

諾
が

必

要
。

 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

海
底

地

形
デ

ジ
タ

ル
デ

ー
タ

（
Ｍ

７
０

０
０

シ
リ
ー

ズ
）
を

、
イ

ン
タ

ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
第

三
者

が
確

認
で

き
る

よ
う

に
な

っ
て

い
れ

ば
、

公
衆

送
信

権

侵
害

の
問

題
が

生

じ
る

。
 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

国
土

地

理
院

作
成

の
地

図

を
利

用
し

て
い

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
②

⑶
の

該
当

箇
所

を

参
照

 


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 
 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
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⑶
日
本
近
海
３
０
秒

グ
リ
ッ
ド
水
深
デ
ー
タ

（
第
二
版
）

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp
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w
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w
.jh

a.
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 ＜
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地
図
の
著
作
物
と
し

て
著
作
権
が
成
立
す
る

可
能
性
が
あ
る
。
た
だ

し
、
水
深
デ
ー
タ
の
み

で
あ
れ
ば
著
作
権
は
成

立
し
な
い
た
め
、
水
深

デ
ー
タ
を
利
用
す
る
こ

と
の
制
限
は
、
出
所
の

明
示
以
外
に
特
に
な

い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
３

０
秒

グ
リ
ッ

ド
水

深
デ

ー
タ

を
第

三

者
の

端
末

に
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
さ

せ
れ

ば
、

著
作

権
侵

害
（
複

製

権
侵

害
、

公
衆

送

信
権

侵
害

）
に

な
る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
３

０
秒

グ
リ
ッ

ド
水

深
デ

ー
タ

を
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
第

三
者

に
表

示

さ
せ

れ
ば

、
著

作
権

侵
害

（
公

衆
送

信
権

侵
害

）
に

な
る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

出
所

の

明
示

が
必

要
 


 

日
本

近

海
３

０
秒

グ
リ
ッ

ド
水

深
デ

ー
タ

を
複

製

又
は

翻
案

し
な

け

れ
ば

、
Ｄ

Ｍ
作

成
の

た
め

に
、

日
本

近
海

３
０

秒
グ

リ
ッ

ド
水

深

デ
ー

タ
を

使
用

で
き

る
。

 
 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
３

０
秒

グ
リ
ッ

ド
水

深
デ

ー
タ

を
改

変

す
る

場
合

は
、

翻
案

に
つ

い
て

の
許

諾

が
必

要
。

 


 

出
所

の

明
示

が
必

要
 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
３

０
秒

グ
リ
ッ

ド
水

深
デ

ー
タ

を
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
第

三
者

が
確

認

で
き

る
よ

う
に

な
っ

て
い

れ
ば

、
公

衆
送

信
権

侵
害

の
問

題

が
生

じ
る

。
 


 

出
所

の

明
示

が
必

要
 


 

国
土

地

理
院

が
刊

行
又

は

提
供

す
る

測
量

成

果
で

あ
る

地
図

を
利

用
す

る
場

合
は

、
使

用
承

認
申

請
が

必

要
に

な
る

。
 


 

国
土

地

理
院

が
提

供
す

る

測
量

成
果

で
は

な

い
コ

ン
テ

ン
ツ

に
つ

い
て

は
、

使
用

承
認

申
請

は
不

要
で

あ

る
が

、
「
国

土
地

理

院
コ

ン
テ

ン
ツ

利
用

規
約

」
に

し
た

が
っ

た
利

用
が

必
要

に

な
る

。
 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 
 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 


 

「
製

品
案

内
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

「
製

品
案

内
」

に
記

載
さ

れ
た

内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当

す
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の

２
第

１
項

各
号

の
組

入
要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑷
日
本
近
海
等
深
線

デ
ー
タ

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞
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w
w

w
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a.
or

.jp

/j
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地
図
の
著
作
物
と
し

て
著
作
権
が
成
立
す
る

可
能
性
が
あ
る
。
た
だ

し
、
日
本
近
海
等
深
線

デ
ー
タ
の
み
で
あ
れ
ば

著
作
権
は
成
立
し
な
い

た
め
、
日
本
近
海
等
深

線
デ
ー
タ
を
利
用
す
る

こ
と
の
制
限
は
特
に
な

い
。

 

 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
等

深
線

デ
ー

タ

を
第

三
者

の
端

末

に
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
さ

せ
れ

ば
、

著
作

権

侵
害

（
複

製
権

侵

害
、

公
衆

送
信

権

侵
害

）
に

な
る

可
能


 

日
本

近

海
等

深
線

デ
ー

タ

を
複

製
又

は
翻

案

し
な

け
れ

ば
、

Ｄ
Ｍ

作
成

の
た

め
に

、
日

本
近

海
等

深
線

デ
ー

タ
を

使
用

で
き

る
。

 
 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
等

深
線

デ
ー

タ

を
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト

を
通

じ
て

第
三

者
が

確
認

で
き

る
よ

う
に

な
っ

て
い

れ
ば

、
公

衆
送

信
権

侵
害

の

問
題

が
生

じ
る

。
 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 
 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 


 

「
製

品
案
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※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

性
が

高
い

。
 


 

地
図

部

分
に

著
作

権
が

成

立
し

、
地

図
部

分
も

含
ま

れ
る

日
本

近

海
等

深
線

デ
ー

タ

を
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト

を
通

じ
て

第
三

者
に

表
示

さ
せ

れ
ば

、
著

作
権

侵
害

（
公

衆
送

信
権

侵
害

）
に

な
る

可
能

性
が

高
い

。
 

含
ま

れ
る

日
本

近

海
等

深
線

デ
ー

タ

を
改

変
す

る
場

合

は
、

翻
案

に
つ

い
て

の
許

諾
が

必
要

。
 

内
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

「
製

品
案

内
」

に
記

載
さ

れ
た

内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当

す
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の

２
第

１
項

各
号

の
組

入
要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑸
５
０
０
ｍ
メ
ッ

シ
ュ
水
深
デ
ー
タ

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
デ
ー
タ
・
情

報
の
使
用
上
の
注
意
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
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S
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  ＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
1.

ka
ih

o.

m
li

t.g
o.

jp
/c

op
yr

ig
ht

.h
t

m
l 

５
０
０
ｍ
メ
ッ
シ
ュ

水
深
デ
ー
タ
自
体
は
、

事
実
に
関
す
る
情
報
で

あ
る
た
め
、
著
作
権
が

成
立
す
る
可
能
性
は
低

い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

５
０

０
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

水
深

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 


 

５
０

０
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

水
深

デ
ー

タ
を

使
用

し
た

成
果

物
に

は
、

そ
の

旨
を

記
載

 


 

５
０

０
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

水
深

デ
ー

タ
を

編
集

・
加

工
を

行
っ

た
場

合
は

、
そ

の
旨

を
記

載
 


 

成
果

物

を
日

本
海

洋
デ

ー

タ
セ

ン
タ

ー
に

提
供

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 


 

日
本

海

洋
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

は
、

成
果

物
を

二
次

利
用

、
三

次
利

用

で
き

る
。

 


 

５
０

０
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

水
深

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋

デ
ー

タ
・
情

報
の

使

用
上

の
注

意
」
及

び

「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
つ

い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が
成

立
し

て

お
ら

ず
、

そ
れ

ら
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑹
沿
岸
海
域
地
形
図

（
紙
）

 

国
土
地
理
院
（
た
だ

し
、
一
般
財
団
法
人
日

本
地
図
セ
ン
タ
ー
の

ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
プ
で
購

入
可
能
）

 

＜
国
土
地
理
院
の
測

量
成
果
の
利
用
手
続
＞
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 ＜
国
土
地
理
院
コ
ン

地
図
の
著
作
物
と
し

て
の
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
が
高
い
。

 


 

沿
岸

海

域
地

形
図

に
著

作

権
が

成
立

す
る

場

合
、

沿
岸

海
域

地

形
図

を
複

製
す

れ

ば
複

製
権

侵
害

に


 

沿
岸

海

域
地

形
図

に
著

作

権
が

成
立

す
る

場

合
、

電
子

化
の

た
め

に
複

製
、

改
変

を
行

う
の

で
あ

れ
ば

、
複


 

沿
岸

海

域
地

形
図

に
著

作

権
が

成
立

す
る

場

合
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト

を
通

じ
て

沿
岸

海

域
地

形
図

を
電

子


 

国
土

地

理
院

が
刊

行
又

は

提
供

す
る

測
量

成

果
で

あ
る

地
図

を
利

用
す

る
場

合
は

、
使

用
承

認
申

請
が

必


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。
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テ
ン
ツ
利
用
規
約
）

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.g

si
.g

o.
jp

/k
ik

ak
uc

ho
us

ei
/k

ik
ak

uc

ho
us

ei
40

18
2.

ht
m

l 

な
り

、
複

製
物

を
第

三
者

に
提

供
す

れ

ば
譲

渡
権

侵
害

に

な
る

可
能

性
が

高

い
。

 

製
及

び
翻

案
の

承

諾
が

必
要

。
 

デ
ー

タ
に

し
た

も
の

を
確

認
で

き
る

よ
う

に
な

っ
て

い
れ

ば
、

公
衆

送
信

権
侵

害

の
問

題
が

生
じ

る
。

 

要
に

な
る

。
 


 

国
土

地

理
院

が
提

供
す

る

測
量

成
果

で
は

な

い
コ

ン
テ

ン
ツ

に
つ

い
て

は
、

使
用

承
認

申
請

は
不

要
で

あ

る
が

、
「
国

土
地

理

院
コ

ン
テ

ン
ツ

利
用

規
約

」
に

し
た

が
っ

た
利

用
が

必
要

に

な
る

。
 


 

国
土

地

理
院

の
コ

ン
テ

ン
ツ

を
オ

ン
ラ

イ
ン

で
利

用
す

る
場

合
に

は
、

国
土

地
理

院
コ

ン

テ
ン

ツ
利

用
規

約

に
同

意
し

た
者

に

だ
け

地
図

等
を

提

供
し

て
お

り
、

国
土

地
理

院
コ

ン
テ

ン
ツ

利
用

規
約

に
基

づ

い
て

権
利

義
務

関

係
が

発
生

し
て

い

る
。

 

 
⑺
「
海
し
る
」（

地

形
・
水
深
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp
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//

w
w

w
.m
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o.
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「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

③
潮
位

 
⑴
潮
汐
表
（
紙
）

 
一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jh
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or
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sh
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es
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潮
汐
表
に
お
け
る

デ
ー
タ
そ
の
も
の
は
事

実
に
関
す
る
情
報
で
あ

り
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

 
⑵
電
子
潮
見
表

 
一
般
財
団
法
人
日
本

＜
利
用
規
約
＞

 
電
子
潮
見
表
に
お
け


 

契
約

上


 
契

約
上


 

契
約

上


 
デ

ー
タ


 

利
用

規
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る
デ
ー
タ
そ
の
も
の
は

事
実
に
関
す
る
情
報
で

あ
り
、
著
作
権
が
成
立

す
る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

 
⑶
リ
ア
ル
タ
イ
ム
験

潮
デ
ー
タ

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
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ka
ih

o.

m
li
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ht
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リ
ア
ル
タ
イ
ム
験
潮

デ
ー
タ
そ
の
も
の
は
事

実
に
関
す
る
情
報
で
あ

り
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑷
潮
汐
推
算

 
海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
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s:
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w
w

w
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潮
汐
推
算
に
関
す
る

デ
ー
タ
そ
の
も
の
は
事

実
に
関
す
る
情
報
で
あ

り
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４
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８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑸
海
洋
の
健
康
診
断

表
等

 

気
象
庁

 
＜
利
用
規
約
＞
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海
洋
の
健
康
診
断
表

等
に
関
す
る
デ
ー
タ
そ

の
も
の
は
事
実
に
関
す

る
情
報
で
あ
り
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
利

用
規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑹
潮
汐
（
毎
時
潮

高
）
デ
ー
タ

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
デ
ー
タ
・
情

報
の
使
用
上
の
注
意
＞
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  ＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞
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潮
汐
（
毎
時
潮
高
）

デ
ー
タ
自
体
は
、
事
実

に
関
す
る
情
報
で
あ
る

た
め
、
著
作
権
が
成
立

す
る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

潮
汐

（
毎

時
潮

高
）
デ

ー
タ

の

第
三

者
提

供
が

禁

止
さ

れ
て

い
る

。
 


 

潮
汐

（
毎

時
潮

高
）
デ

ー
タ

を

使
用

し
た

成
果

物

に
は

、
そ

の
旨

を
記

載
 

 
潮

汐
（
毎

時
潮

高
）
デ

ー
タ

を

編
集

・
加

工
を

行
っ

た
場

合
は

、
そ

の
旨

を
記

載
 


 

成
果

物

を
日

本
海

洋
デ

ー

タ
セ

ン
タ

ー
に

提
供

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 


 

日
本

海

洋
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

は
、

成
果

物
を

二
次

利
用

、
三

次
利

用

で
き

る
。

 


 

潮
汐

（
毎

時
潮

高
）
デ

ー
タ

の

第
三

者
提

供
が

禁

止
さ

れ
て

い
る

。
 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋

デ
ー

タ
・
情

報
の

使

用
上

の
注

意
」
及

び

「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
つ

い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が
成

立
し

て

お
ら

ず
、

そ
れ

ら
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑺
全
国
港
湾
海
洋
波

国
土
交
通
省
港
湾

＜
利
用
上
の
注
意
＞

 
ナ
ウ
フ
ァ
ス
情
報
そ


 

著
作

権


 
著

作
権


 

著
作

権


 
デ

ー
タ


 

「
波

浪
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の
も
の
は
事
実
に
関
す

る
情
報
で
あ
る
た
め
、

著
作
権
が
成
立
す
る
可

能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

成
果

物

を
国

土
技

術
政

策

総
合

研
究

所
（
横

須

賀
第

二
庁

舎
）
港

湾

情
報

化
支

援
セ

ン

タ
ー

情
報

シ
ス

テ
ム

課
に

提
供

し
な

け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 

デ
ー

タ
利

用
上

の

注
意

」
に

対
す

る
合

意
の

ス
テ

ッ
プ

が
存

在
す

る
。

 


 

「
利

用
上

の
注

意
」
に

つ
い

て

は
合

意
が

成
立

し

て
お

ら
ず

、
「
利

用

上
の

注
意

」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場

合
で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４
８

条
の

２
第

１

項
各

号
の

組
入

要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑻
潮
位
デ
ー
タ

 
国
土
交
通
省
国
土
地

理
院

 

＜
リ
ン
ク
・
利
用
規

約
に
つ
い
て
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.g

si
.g

o.
jp

/G
S

I/
ch

os
ak

u.
ht

m
 

 ＜
国
土
地
理
院
コ
ン

テ
ン
ツ
利
用
規
約
）

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.g

si
.g

o.
jp

/k
ik

ak
uc

ho
us

ei
/k

ik
ak

uc

ho
us

ei
40
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ht
m

l 

潮
位
デ
ー
タ
そ
の
も

の
は
事
実
に
関
す
る
情

報
で
あ
る
た
め
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
国

土
地

理
院

コ
ン

テ
ン

ツ
利

用
規

約
に

つ
い

て

は
合

意
が

成
立

し

て
お

ら
ず

、
国

土
地

理
院

コ
ン

テ
ン

ツ
利

用
規

約
に

記
載

さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑼
Ｍ
Ｉ
Ｒ
Ｃ
マ
リ
ン

情
報
（
潮
汐
情
報
）

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
使
用
上
の
注
意
＞

 

ht
tp

:/
/w

w
w

.m
ir

c.
jh

a.

or
.jp

/o
nl

in
e/

w
/n

ot
ic

e.
ht

潮
汐
情
報
そ
の
も
の

は
事
実
に
関
す
る
情
報

で
あ
る
た
め
、
著
作
権


 

デ
ー

タ

の
第

三
者

提
供

（
転

載
、

複
製

、
公

衆
送


 

デ
ー

タ

の
複

製
が

禁
止

さ

れ
て

い
る

。
 


 

デ
ー

タ

の
第

三
者

提
供

（
転

載
、

複
製

、
公

衆
送

特
に
な
し

 


 
「
使

用
上

の
注

意
」
に

つ
い

て

は
合

意
が

成
立

し
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m
l  

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

信
、

販
売

）
が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 

信
、

販
売

）
が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 

て
お

ら
ず

、
「
使

用

上
の

注
意

」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場

合
で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４
８

条
の

２
第

１

項
各

号
の

組
入

要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑽
「
海
し
る
」（

潮

位
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.m

si
l.g

o.

jp
/m

si
l/

D
at

a/
ki

ya
ku

_j
a.

pd
f  

「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

④
海
中
障
害
物

 
⑴
航
海
用
海
図

（
紙
）
に
お
け
る
海
中

障
害
物
デ
ー
タ

 

 ※
地
図
情
報
を
使
用

す
る
場
合
は
、
本
別
紙

①
⑴
参
照

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jh

a.
or

.jp

/j
p/

sh
op

/r
ul

es
.h

tm
l 

 

海
中
障
害
物
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
（
地
図

も
利
用
す
る
場
合
は
、

本
別
紙
①
⑴
）。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
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物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

 
⑵
航
海
用
電
子
海
図

（
Ｅ
Ｎ
Ｃ
）
に
お
け
る

海
中
障
害
物
デ
ー
タ

 

 ※
地
図
情
報
を
使
用

す
る
場
合
は
、
本
別
紙

①
⑵
参
照

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jh

a.
or

.jp

/j
p/

sh
op

/r
ul

es
.h

tm
l 

 ＜
航
海
用
電
子
海
図

利
用
申
込
に
つ
い
て
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jh

a.
or

.jp

/j
p/

sh
op

/p
ro

du
ct

s/
en

c/
i

nd
ex

04
.h

tm
l 

※
こ
の
中
に
「
Ｅ
Ｎ

Ｃ
利
用
規
程
」
存
在
す

る
。

 

海
中
障
害
物
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
（
地
図

も
利
用
す
る
場
合
は
、

本
別
紙
①
⑵
）。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

Ｅ
Ｎ

Ｃ
利

用
規

程
違

反
に

な

る
可

能
性

が
高

い
。


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

Ｅ
Ｎ

Ｃ
利

用
規

程
違

反
に

な

る
可

能
性

が
高

い
。

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

 
⑶
「
海
し
る
」（

海
中

障
害
物
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.m

si
l.g

o.

jp
/m

si
l/

D
at

a/
ki

ya
ku

_j
a.

pd
f  

「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑤
工
事
・
規
制

 
⑴
船
舶
交
通
安
全
情

報
（
水
路
通
報
・
管
区

水
路
通
報
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
tp

s:
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水
路
通
報
等
に
は
、

言
語
の
著
作
物
が
成
立

す
る
可
能
性
は
あ
る

が
、
水
路
通
報
等
に
掲

載
さ
れ
て
い
る
各
デ
ー

タ
自
体
は
、
事
実
に
関

す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
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※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

明
示

 
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑵
船
舶
交
通
安
全
情

報
（
航
行
警
報
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
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航
行
警
報
に
は
、
言

語
の
著
作
物
が
成
立
す

る
可
能
性
は
あ
る
が
、

航
行
警
報
に
掲
載
さ
れ

て
い
る
各
デ
ー
タ
自
体

は
、
事
実
に
関
す
る
情

報
で
あ
る
た
め
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑶
「
海
し
る
」（

航
行

警
報
等
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞
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「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑥
岸
壁
・
桟
橋
詳
細

 
⑴
航
海
用
海
図
に
お

一
般
財
団
法
人
日
本

＜
利
用
規
約
＞

 
ク
レ
ー
ン
等
の
概
位


 

第
三

者


 
Ｄ

Ｍ
作


 

第
三

者
デ
ー
タ
利
用
者
Ａ


 

利
用

規
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け
る
ク
レ
ー
ン
等
の
概

位
デ
ー
タ

 

 ※
地
図
情
報
を
使
用

す
る
場
合
は
、
本
別
紙

①
⑴
参
照

 

水
路
協
会

 
ht

tp
s:

//
w

w
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デ
ー
タ
そ
の
も
の
は
事

実
に
関
す
る
情
報
で
あ

る
た
め
、
著
作
権
が
成

立
す
る
可
能
性
は
低

い
。
た
だ
し
、
地
図
も

利
用
す
る
場
合
は
、
著

作
権
の
問
題
が
生
じ
る

（
地
図
も
利
用
す
る
場

合
は
、
本
別
紙
①
⑴
）
。

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

⑵
港
湾
計
画
書

 
各
港
湾
管
理
者

 
特
に
な
し

 
港
湾

計
画
書
そ
の
も

の
に
は

、
言
語
の
著
作

物
や
図

形
の
著
作
物
な

ど
が
成

立
す
る
可
能
性

が
あ
る

。
し
か
し
な
が

ら
、
港

湾
計
画
書
に
記

載
さ
れ

た
デ
ー
タ
そ
の

も
の
は

事
実
に
関
す
る

情
報
で

あ
る
た
め
、
著

作
権
が

成
立
す
る
可
能

性
は
低

い
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 

特
に
な
し

 
特
に
な
し

 

⑶
港
湾
設
計
書

 


 
公

共
岸

壁
の

場
合

は
、

国

土
交

通
省

港
湾

局

及
び

地
方

整
備

局
 


 

専
用

岸

壁
の

場
合

は
、

岸

壁
を

所
有

す
る

民

間
企

業
 

特
に
な
し

 
港
湾

設
計
書
そ
の
も

の
に
は

、
言
語
の
著
作

物
や
図

形
の
著
作
物
な

ど
が
成

立
す
る
可
能
性

が
あ
る

。
し
か
し
な
が

ら
、
港

湾
設
計
書
に
記

載
さ
れ

た
デ
ー
タ
そ
の

も
の
は

事
実
に
関
す
る

情
報
で

あ
る
た
め
、
著

作
権
が

成
立
す
る
可
能

性
は
低

い
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 

特
に
な
し

 
特
に
な
し
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 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

⑦
交
通
流
・
輻
輳
度

 
⑴
Ａ
Ｉ
Ｓ
情
報

 
株
式
会
社
東
洋
信
号

通
信
社

 

東
洋
信
号
通
信
社
の

Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ
に
は
利

用
規
約
の
存
在
を
確
認

で
き
て
い
な
い
が
、

デ
ー
タ
の
提
供
時
に
利

用
条
件
を
設
定
さ
れ
る

可
能
性
が
高
い
。

 

Ａ
Ｉ

Ｓ
情
報
そ
の
も

の
は
事

実
に
関
す
る
情

報
で
あ

る
た
め
、
著
作

権
が
成

立
す
る
可
能
性

は
低
い

。
 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 


 

デ
ー

タ

の
提

供
時

に
設

定

さ
れ

る
利

用
条

件

次
第

 


 

デ
ー

タ

の
提

供
時

に
設

定

さ
れ

る
利

用
条

件

次
第

 


 

デ
ー

タ

の
提

供
時

に
設

定

さ
れ

る
利

用
条

件

次
第

 

特
に
な
し

 
特
に
な
し

 

 
⑵
レ
ー
ダ
ー
デ
ー
タ

 
海
上
保
安
庁
、
東
京

海
洋
大
学

 

レ
ー
ダ
ー
デ
ー
タ
に

関
す
る
Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ

に
は
利
用
規
約
の
存
在

を
確
認
で
き
て
い
な
い

が
、
デ
ー
タ
の
提
供
時

に
利
用
条
件
を
設
定
さ

れ
る
可
能
性
が
高
い
。

 

レ
ー

ダ
ー
デ
ー
タ
そ

の
も
の

は
事
実
に
関
す

る
情
報

で
あ
る
た
め
、

著
作
権

が
成
立
す
る
可

能
性
は

低
い
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 


 

デ
ー

タ

の
提

供
時

に
設

定

さ
れ

る
利

用
条

件

次
第

 


 

デ
ー

タ

の
提

供
時

に
設

定

さ
れ

る
利

用
条

件

次
第

 


 

デ
ー

タ

の
提

供
時

に
設

定

さ
れ

る
利

用
条

件

次
第

 

特
に
な
し

 


 
特

に
な

し
 

 
⑶
「
海
し
る
」（

船
舶

の
位
置
情
報
の
統
計
情

報
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞
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「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑷
船
舶
事
故
ハ
ザ
ー

ド
マ
ッ
プ
に
お
け
る
情

報
 

国
土
交
通
省
運
輸
安

全
委
員
会

 

＜
著
作
権
・
リ
ン

ク
・
免
責
事
項
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.m

li
t.g

o.
j

船
舶
事
故
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
ク
に
お
け
る
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

特
に
な
し

 


 
「
著

作

権
・
リ
ン

ク
・
免

責
事

項
」
に

つ
い

て
は

合
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p/
jt

sb
/c

yo
.h

tm
l 

 

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

「
著

作
権

・
リ
ン

ク
・
免

責
事

項
」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑧
気
象
・
海
象

 
⑴
天
気
予
報

 
一
般
財
団
法
人
日
本

気
象
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

te
nk

i.j
p/

do
cs

/r

ul
e/

#r
ul

e-
01

 

 

天
気
に
関
す
る
情
報

は
、
事
実
に
関
す
る
情

報
で
あ
る
た
め
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

利
用

規

約
第

８
条

第
７

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

同
条

項

で
私

的
利

用
を

超

え
る

デ
ー

タ
の

使
用

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 


 

同
条

項

で
私

的
利

用
を

超

え
る

デ
ー

タ
の

使
用

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 


 

利
用

規

約
第

８
条

第
７

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

同
条

項

で
私

的
利

用
を

超

え
る

デ
ー

タ
の

使
用

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 

特
に
な
し

 


 
利

用
規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑵
海
の
天
気

 
一
般
財
団
法
人
日
本

気
象
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

te
nk

i.j
p/

do
cs

/r

ul
e/

#r
ul

e-
01

 

 

「
海
の
天
気
」
に
関

す
る
情
報
は
、
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

利
用

規

約
第

８
条

第
７

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

同
条

項

で
私

的
利

用
を

超

え
る

デ
ー

タ
の

使
用

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 


 

同
条

項

で
私

的
利

用
を

超

え
る

デ
ー

タ
の

使
用

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 


 

利
用

規

約
第

８
条

第
７

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

同
条

項

で
私

的
利

用
を

超

え
る

デ
ー

タ
の

使
用

が
禁

止
さ

れ
て

い

る
。

 

特
に
な
し

 


 
利

用
規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入
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要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑶
気
象
庁
地
図
コ
ン

テ
ン
ツ

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jm

a.
go

.j

p/
bo

sa
i/

m
ap

.h
tm

l#
6/

40
.

01
1/

13
7.

19
4/

&
el

em
=

al
l

&
co

nt
en

ts
=

w
ar

ni
ng

 

一
般
財
団
法
人
日
本

気
象
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

気
象
庁
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
の
コ
ン
テ
ン
ツ

の
利
用
に
つ
い
て

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jm

a.
go

.j

p/
jm

a/
ki

sh
ou

/i
nf

o/
co

m
e

nt
.h

tm
l 

「
気
象
庁
地
図
コ
ン

テ
ン
ツ
」
の
デ
ー
タ
そ

の
も
の
は
事
実
に
関
す

る
情
報
で
あ
る
た
め
、

著
作
権
が
成
立
す
る
可

能
性
は
低
い
。
た
だ

し
、
地
図
も
利
用
す
る

場
合
は
、
著
作
権
の
問

題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

た
だ
し
、
「
気
象
庁
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
コ
ン

テ
ン
ツ
の
利
用
に
つ
い

て
」
に
お
い
て
、
「
Ｃ
Ｃ

Ｂ
Ｙ
」
の
条
件
で
の
著

作
物
に
つ
い
て
ラ
イ
セ

ン
ス
を
行
う
旨
の
記
載

が
あ
る
た
め
、
著
作
者

の
表
示
を
行
え
ば
、
複

製
等
の
利
用
行
為
や
商

用
利
用
は
可
能
で
あ
る

と
考
え
る
。

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

気
象

業

務
法

第
１

７
条

第
１

項
に

よ
り

、
気

象
庁

以
外

の
者

が
予

報

業
務

を
行

う
こ

と
は

で
き

な
い

。
 


 

気
象

業

務
法

第
２

３
条

に
よ

り
、

気
象

庁
以

外
の

者
が

気
象

等
の

警

報
を

し
て

は
な

ら
な

い
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑷
民
間
の
気
象
情
報

 
Ａ
 

W
in

dy
 a

pp
 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
in

dy
ap

p.
co

/

C
us

to
m

M
en

uI
te

m
s/

34
/

en
  

各
気
象
に
関
す
る

デ
ー
タ
は
、
事
実
に
関

す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

も
っ
と
も
、
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
ア
プ
リ
又
は

ウ
ェ
ブ
ア
プ
リ
の
Ｕ
Ｉ

に
は
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
が
高
く
、
Ｕ

Ｉ
を
そ
の
ま
ま
利
用
す

れ
ば
著
作
権
侵
害
に
な


 

コ
ン

テ
ン

ツ
の

複
製

、
販

売
、

貸
与

、
配

布
、

サ
ブ

ラ
イ

セ
ン

ス
が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

コ
ン

テ
ン

ツ
に

関
し

て
、

「
個

人
的

か
つ

非
商

業

的
」
に

使
用

す
る

こ

と
は

許
諾

さ
れ

て
お

ら
ず

、
商

業
目

的
で

コ
ン

テ
ン

ツ
を

利
用

す
る

こ
と

が
利

用
規

約
で

禁
止

さ
れ

て

い
る

。
 


 

コ
ン

テ
ン

ツ
の

複
製

、
販

売
、

貸
与

、
配

布
、

サ
ブ

ラ
イ

セ
ン

ス
が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 

提
供
す
る
デ
ー
タ

（
コ
ン
テ
ン
ツ
）
に
つ

い
て
正
確
性
が
明
確
に

保
証
の
対
象
外
と
な
っ

て
い
る
。

 


 

著
作

物

を
改

変
す

る
場

合

は
、

同
一

性
保

持

権
（
著

作
者

人
格

権
）
の

問
題

が
生

じ

る
。

 
 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
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る
可
能

性
が
高
い
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

 
 

Ｂ
 
ウ
ェ
ザ
ー

ニ
ュ
ー
ズ

 

＜
利
用
規
約
＞

 

【
サ
ー
ビ
ス
提
供
】

 

ht
tp

s:
//

w
ea

th
er

ne
w

s.
j

p/
s/

to
s/

 

 【
ウ
ェ
ザ
ー
ニ
ュ
ー

ス
（
ラ
イ
ト
版
）
】

 

ht
tp

s:
//

w
ea

th
er

ne
w

s.
j

p/
s/

to
s/

to
s1

.h
tm
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 【
ご
利
用
に
際
し

て
】

 

ht
tp

s:
//

w
ea

th
er

ne
w

s.

co
m

/j
p/

c/
te

rm
s/

 

 

ウ
ェ
ザ
ー
ニ
ュ
ー
ズ

の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上
の

天
気
に
関
す
る
デ
ー
タ

そ
の
も
の
は
事
実
に
関

す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

「
サ

ー
ビ

ス
提

供
」
の

利
用

規

約
第

８
条

第
３

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

等

及
び

転
用

が
禁

止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

「
ご

利
用

に
際

し
て

」
で

は
、

著
作

権
が

成
立

し

な
い

コ
ン

テ
ン

ツ
も

含
め

て
、

私
的

利
用

を
超

え
る

利
用

を
禁

止
し

て
い

る
よ

う
に

読
め

る
。

 


 

「
サ

ー
ビ

ス
提

供
」
の

利
用

規

約
第

８
条

第
３

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

等

及
び

転
用

が
禁

止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

「
ご

利
用

に
際

し
て

」
で

は
、

著
作

権
が

成
立

し

な
い

コ
ン

テ
ン

ツ
も

含
め

て
、

私
的

利
用

を
超

え
る

利
用

を
禁

止
し

て
い

る
よ

う
に

読
め

る
。

 


 

「
サ

ー
ビ

ス
提

供
」
の

利
用

規

約
第

８
条

第
３

項
で

デ
ー

タ
の

複
製

等

及
び

転
用

が
禁

止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

「
ご

利
用

に
際

し
て

」
で

は
、

著
作

権
が

成
立

し

な
い

コ
ン

テ
ン

ツ
も

含
め

て
、

私
的

利
用

を
超

え
る

利
用

を
禁

止
し

て
い

る
よ

う
に

読
め

る
。

 

特
に
な
し

 


 
「
サ

ー
ビ

ス
提

供
」
の

利
用

規

約
は

、
利

用
規

約

に
対

す
る

合
意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す

る
。

 
 

「
ご

利
用

に
際

し
て

」
は

、
合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

「
ご

利
用

に
際

し
て

」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
 

Ｃ
 
ウ
ェ
ザ
ー
マ
ッ

プ
 ht

tp
s:

//
w

w
w

.w
ea

th
er

m
ap

.c
o.

jp
/s

er
vi

ce
/d

at
a-

pr
ov

is
io

n/
 

  

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上

で
は
確
認
で
き
な
い
。

 

気
象
実
績
デ
ー
タ
や

天
気
予
報
デ
ー
タ
は
、

事
実
に
関
す
る
情
報
で

あ
る
た
め
、
著
作
権
が

成
立
す
る
可
能
性
は
低

い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
上

で
は

利
用

契
約

を
確

認
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

が
、

デ
ー

タ
を

有
料

で

提
供

し
て

い
る

た

め
、

第
三

者
提

供

が
禁

止
さ

れ
て

い
る

可
能

性
が

高
い

。
 


 

利
用

規

約
で

制
限

さ
れ

て

い
な

い
限

り
、

Ｄ
Ｍ

の
作

成
に

デ
ー

タ

を
使

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 


 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
上

で
は

利
用

契
約

を
確

認
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

が
、

デ
ー

タ
を

有
料

で

提
供

し
て

い
る

た

め
、

第
三

者
提

供

が
禁

止
さ

れ
て

い
る

可
能

性
が

高
い

。
 

特
に
な
し

 
特
に
な
し

 

 
⑸
ナ
ウ
フ
ァ
ス

 
国
土
交
通
省
港
湾

局
・
各
地
方
整
備
局
・

北
海
道
開
発
局
・
沖
縄

＜
利
用
上
の
注
意
＞

 

ht
tp

s:
//

no
w

ph
as

.m
li

t.

go
.jp

/i
nf

o/
 

ナ
ウ
フ
ァ
ス
情
報
そ

の
も
の
は
事
実
に
関
す

る
情
報
で
あ
る
た
め
、


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用


 

「
波

浪

デ
ー

タ
利

用
上

の

注
意

」
に

対
す

る
合
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総
合
事
務
局
・
国
土
技

術
政
策
総
合
研
究
所
お

よ
び
港
湾
空
港
技
術
研

究
所

 

 ＜
波
浪
デ
ー
タ
利
用

上
の
注
意
＞

 

ht
tp

s:
//

no
w

ph
as

.m
li

t.

go
.jp

/p
as

td
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a/
 

 

著
作
権
が
成
立
す
る
可

能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

成
果

物

を
国

土
技

術
政

策

総
合

研
究

所
（
横

須

賀
第

二
庁

舎
）
港

湾

情
報

化
支

援
セ

ン

タ
ー

情
報

シ
ス

テ
ム

課
に

提
供

し
な

け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 

意
の

ス
テ

ッ
プ

が
存

在
す

る
。

 


 

「
利

用
上

の
注

意
」
に

つ
い

て

は
合

意
が

成
立

し

て
お

ら
ず

、
「
利

用

上
の

注
意

」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場

合
で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４
８

条
の

２
第

１

項
各

号
の

組
入

要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑹
海
の
安
全
情
報

 
海
上
保
安
庁

 
＜
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
に
つ
い
て
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.k

ai
ho

.m

li
t.g

o.
jp

/q
ue

st
io

ns
/p

os
t-

1.
ht

m
l 

 

海
の
安
全
情
報
そ
の

も
の
は
事
実
に
関
す
る

情
報
で
あ
り
、
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
リ

ン
ク

・

著
作

権
等

に
つ

い

て
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑺
「
海
し
る
」（

気

象
・
海
象
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.m

si
l.g

o.

jp
/m

si
l/

D
at

a/
ki
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ku
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a.
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f  

「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も
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問
題
が

生
じ
る
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑨
海
流
・
潮
流

 
⑴
潮
位
表
及
び
電
子

潮
見
表

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jh

a.
or

.jp

/j
p/

sh
op

/r
ul

es
.h

tm
l 

潮
汐
表
に
お
け
る

デ
ー
タ
そ
の
も
の
は
事

実
に
関
す
る
情
報
で
あ

り
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 


 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

 
⑵
海
洋
速
報
＆
海
流

推
測
図

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞
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海
洋
速
報
＆
海
流
推

測
図
に
お
け
る
デ
ー
タ

そ
の
も
の
は
事
実
に
関

す
る
情
報
で
あ
り
、
著

作
権
が
成
立
す
る
可
能

性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑶
海
洋
観
測
デ
ー
タ

（
流
速
計
デ
ー
タ
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
デ
ー
タ
・
情

報
の
使
用
上
の
注
意
＞
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tp

s:
//
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w
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流
速
計
デ
ー
タ
自
体

は
、
事
実
に
関
す
る
情

報
で
あ
る
た
め
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 


 

流
速

計

デ
ー

タ
の

第
三

者

提
供

が
禁

止
さ

れ

て
い

る
。

 


 

流
速

計

デ
ー

タ
を

使
用

し
た

成
果

物
に

は
、

そ
の

旨
を

記
載

 


 

流
速

計

デ
ー

タ
を

編
集

・
加


 

流
速

計

デ
ー

タ
の

第
三

者

提
供

が
禁

止
さ

れ

て
い

る
。

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋

デ
ー

タ
・
情

報
の

使

用
上

の
注

意
」
及

び

「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
つ

い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権
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＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞
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※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

工
を

行
っ

た
場

合

は
、

そ
の

旨
を

記
載


 

成
果

物

を
日

本
海

洋
デ

ー

タ
セ

ン
タ

ー
に

提
供

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 


 

日
本

海

洋
デ

ー
タ

セ
ン

タ
ー

は
、

成
果

物
を

二
次

利
用

、
三

次
利

用

で
き

る
。

 

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が
成

立
し

て

お
ら

ず
、

そ
れ

ら
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑷
海
洋
の
健
康
診
断

表
 

気
象
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
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海
洋
の
健
康
診
断
表

等
に
関
す
る
デ
ー
タ
そ

の
も
の
は
事
実
に
関
す

る
情
報
で
あ
り
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
利

用
規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑸
潮
汐
推
算

 
海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
1.

ka
ih

o.

m
li

t.g
o.

jp
/c

op
yr

ig
ht

.h
t

m
l 

潮
汐
推
算
に
関
す
る

デ
ー
タ
そ
の
も
の
は
事

実
に
関
す
る
情
報
で
あ

り
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で
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あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑹
来
島
海
峡
潮
流
情

報
 

海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.k

ai
ho

.m

li
t.g

o.
jp

/q
ue

st
io

ns
/p

os
t-

1.
ht

m
l 

 

潮
流
情
報
そ
の
も
の

は
事
実
に
関
す
る
情
報

で
あ
り
、
著
作
権
が
成

立
す
る
可
能
性
は
低

い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑺
Ｍ
Ｉ
Ｒ
Ｃ
マ
リ
ン

情
報
（
潮
流
予
測
）

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
使
用
上
の
注
意
＞

 

ht
tp

:/
/w

w
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ir

c.
jh
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or
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/o
nl
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w
/n
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ic

e.
ht

m
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潮
流
予
測
情
報
そ
の

も
の
は
事
実
に
関
す
る

情
報
で
あ
る
た
め
、
著

作
権
が
成
立
す
る
可
能

性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

デ
ー

タ

の
第

三
者

提
供

（
転

載
、

複
製

、
公

衆
送

信
、

販
売

）
が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 


 

デ
ー

タ

の
複

製
が

禁
止

さ

れ
て

い
る

。
 


 

デ
ー

タ

の
第

三
者

提
供

（
転

載
、

複
製

、
公

衆
送

信
、

販
売

）
が

禁
止

さ
れ

て
い

る
。

 

特
に
な
し

 


 
「
使

用
上

の
注

意
」
に

つ
い

て

は
合

意
が

成
立

し

て
お

ら
ず

、
「
使

用

上
の

注
意

」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場

合
で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４
８

条
の

２
第

１

項
各

号
の

組
入

要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑻
「
海
し
る
」（

海

流
・
潮
流
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.m

si
l.g

o.

「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合
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jp
/m

si
l/

D
at

a/
ki

ya
ku

_j
a.

pd
f  

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑩
海
上
通
信
の
利
用

可
能
エ
リ
ア

 

各
キ
ャ
リ
ア
か
ら
提

供
を
受
け
た
通
信
エ
リ

ア
 

ド
コ
モ
（
サ
ー
ビ
ス

エ
リ
ア
マ
ッ
プ
）

 

＜
サ
イ
ト
の
ご
利
用

に
あ
た
っ
て
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
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om
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/u
ti
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海
上
で
の
通
信
可
能

エ
リ
ア
に
関
す
る
デ
ー

タ
そ
の
も
の
に
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。
た
だ
し
、
地
図

も
利
用
す
る
場
合
は
、

著
作
権
の
問
題
が
生
じ

る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

た
だ

し
、

地
図

そ
の

も
の

に

著
作

権
が

成
立

し

て
い

る
た

め
、

公
衆

送
信

を
す

れ
ば

著

作
権

侵
害

に
な

る
。


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

地
図

そ

の
も

の
の

複
製

は

著
作

権
侵

害
に

な

る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

た
だ

し
、

地
図

そ
の

も
の

に

著
作

権
が

成
立

し

て
い

る
た

め
、

公
衆

送
信

を
す

れ
ば

著

作
権

侵
害

に
な

る
。

 

特
に
な
し

 


 
「
サ

イ
ト

の
ご

利
用

に
あ

た
っ

て
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当

す
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の

２
第

１
項

各
号

の
組

入
要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
 

ａ
ｕ
（
エ
リ
ア
マ
ッ

プ
）

 

特
に
な
し

 
海
上

で
の
通
信
可
能

エ
リ
ア

に
関
す
る
デ
ー

タ
そ
の

も
の
に
著
作
権

が
成
立

す
る
可
能
性
は

低
い
。

た
だ
し
、
地
図

も
利
用

す
る
場
合
は
、

著
作
権

の
問
題
が
生
じ

る
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

た
だ

し
、

地
図

そ
の

も
の

に

著
作

権
が

成
立

し

て
い

る
た

め
、

公
衆

送
信

を
す

れ
ば

著

作
権

侵
害

に
な

る
。


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

地
図

そ

の
も

の
の

複
製

は

著
作

権
侵

害
に

な

る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

た
だ

し
、

地
図

そ
の

も
の

に

著
作

権
が

成
立

し

て
い

る
た

め
、

公
衆

送
信

を
す

れ
ば

著

作
権

侵
害

に
な

る
。

 

特
に
な
し

 
特
に
な
し

 

 
 

ソ
フ
ト
バ
ン
ク

＜
サ
イ
ト
ポ
リ
シ
ー

海
上
で
の
通
信
可
能


 

著
作

権


 
著

作
権


 

著
作

権
特
に
な
し

 


 
「
サ

イ
ト
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（
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア

マ
ッ
プ
）
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エ
リ
ア
に
関
す
る
デ
ー

タ
そ
の
も
の
に
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。
た
だ
し
、
地
図

も
利
用
す
る
場
合
は
、

著
作
権
の
問
題
が
生
じ

る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

た
だ

し
、

地
図

そ
の

も
の

に

著
作

権
が

成
立

し

て
い

る
た

め
、

公
衆

送
信

を
す

れ
ば

著

作
権

侵
害

に
な

る
。

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

地
図

そ

の
も

の
の

複
製

は

著
作

権
侵

害
に

な

る
。

 

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

た
だ

し
、

地
図

そ
の

も
の

に

著
作

権
が

成
立

し

て
い

る
た

め
、

公
衆

送
信

を
す

れ
ば

著

作
権

侵
害

に
な

る
。

 

ポ
リ
シ

ー
」
に

つ
い

て
は

合
意

が
成

立

し
て

お
ら

ず
、

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場

合
で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４
８

条
の

２
第

１

項
各

号
の

組
入

要

件
を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

⑪
事
故
情
報

 
⑴
海
の
安
全
情
報

 
海
上
保
安
庁

 
＜
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
に
つ
い
て
＞

 

ht
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海
の
安
全
情
報
そ
の

も
の
は
事
実
に
関
す
る

情
報
で
あ
り
、
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
リ

ン
ク

・

著
作

権
等

に
つ

い

て
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑵
船
舶
事
故
ハ
ザ
ー

ド
マ
ッ
プ

 

国
土
交
通
省
運
輸
安

全
委
員
会

 

＜
著
作
権
・
リ
ン

ク
・
免
責
事
項
＞
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船
舶
事
故
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
ク
に
お
け
る
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 


 

「
著

作

権
・
リ
ン

ク
・
免

責
事

項
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

「
著

作
権

・
リ
ン

ク
・
免

責
事

項
」
に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る
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場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑶
「
海
し
る
」（

事
故

情
報
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞
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「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑫
漁
業
活
動

 
⑴
漁
具
定
置
箇
所
一

覧
図

 

海
上
保
安
庁

 
利
用
規
約
等
を
確
認

で
き
て
い
な
い
が
、
海

上
保
安
庁
が
提
供
す
る

デ
ー
タ
で
あ
る
た
め
、

以
下
の
記
載
を
基
準
に

し
て
検
討
を
行
っ
た
。

 

 ＜
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
に
つ
い
て
＞
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漁
具
定
置
箇
所
そ
の

も
の
は
事
実
に
関
す
る

情
報
で
あ
り
、
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

た
だ
し
、
漁
具
定
置
箇

所
一
覧
図
の
構
成
に
も

よ
る
が
、
一
覧
図
に
お

け
る
情
報
の
選
択
又
は

体
系
的
な
構
成
に
創
作

性
が
認
め
ら
れ
な
い
可

能
性
は
高
い
と
思
わ
れ

る
た
め
、
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
の
著
作
物
に
あ
た
ら

な
い
場
合
も
多
い
と
考

え
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
リ

ン
ク

・

著
作

権
等

に
つ

い

て
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。
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⑵
「
海
し
る
」（

漁
業

活
動
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞
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「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入

要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
⑶
こ
ま
せ
情
報
（
こ

ま
せ
網
漁
船
操
業
状
況

参
考
図
）

 

備
讃
瀬
戸
会
場
交
通

セ
ン
タ
ー

 

調
査
し
た
限
り
で
は

存
在
し
て
い
な
い

 

こ
ま

せ
網
漁
船
操
業

状
況
に

関
す
る
デ
ー
タ

そ
の
も

の
は
事
実
に
関

す
る
情

報
で
あ
り
、
著

作
権
が

成
立
す
る
可
能

性
は
低

い
。

 

 ※
１

⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の

問
題
が
あ
る
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 


 

契
約

上

の
制

限
は

特
に

な

い
。

 

特
に
な
し

 
特
に
な
し

 

 
⑷
漁
業
協
同
組
合
の

ア
ン
ケ
ー
ト
情
報

 

ア
ン
ケ
ー
ト
実
施
者

 
特
に
規
定
な
し

 
漁
業

活
動
そ
の
も
の

に
関
す

る
情
報
を
取
得

す
る
ア

ン
ケ
ー
ト
の
回

答
結
果

自
体
は
、
事
実

に
関
す

る
情
報
で
あ

り
、
著

作
権
が
成
立
す

る
可
能

性
は
低
い
。

 


 

特
に

制

限
な

し
 


 

特
に

制

限
な

し
 


 

特
に

制

限
な

し
 

特
に
な
し

 
特
に
な
し

 

⑬
避
難
港
の
状
況

 
⑴
全
国
避
難
港
情
報

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

 

国
土
交
通
省

 
＜
リ
ン
ク
・
著
作

権
・
免
責
事
項
＞
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tp
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w
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w
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 参
考
情
報

 

＜
国
土
地
理
院
の
測

量
成
果
の
利
用
手
続
＞

 

同
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

上
の
避
難
港
情
報
は
、

航
空
写
真
に
テ
キ
ス
ト

で
情
報
が
書
き
込
ま
れ

た
も
の
で
あ
り
、
事
実

に
関
す
る
情
報
で
あ
る

と
い
え
る
た
め
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 

特
に
な
し

 


 
国

土
地

理
院

コ
ン

テ
ン

ツ
利

用
規

約
に

つ
い

て

は
合

意
が

成
立

し

て
お

ら
ず

、
国

土
地

理
院

コ
ン

テ
ン

ツ
利

用
規

約
に

記
載

さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の
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 ＜
国
土
地
理
院
コ
ン

テ
ン
ツ
利
用
規
約
）
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o.
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uc
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は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

た
だ
し
、
各
避
難
港
の

情
報
は
、
Ｐ
Ｄ
Ｆ
フ
ァ

イ
ル
で
整
理
さ
れ
て
い

る
に
す
ぎ
ず
、
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
著
作
物
に
は

該
当
し
な
い
可
能
性
が

高
い
と
考
え
る
。

 

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑵
航
海
用
海
図
に
お

け
る
避
難
港
の
状
況

 

 ※
地
図
情
報
を
使
用

す
る
場
合
は
、
本
別
紙

①
⑴
参
照

 

一
般
財
団
法
人
日
本

水
路
協
会

 

＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.jh

a.
or

.jp

/j
p/

sh
op

/r
ul

es
.h

tm
l 

 

避
難
港
の
状
況
に
関

す
る
デ
ー
タ
そ
の
も
の

は
事
実
に
関
す
る
情
報

で
あ
る
た
め
、
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。
た
だ
し
、
地
図

も
利
用
す
る
場
合
は
、

著
作
権
の
問
題
が
生
じ

る
（
地
図
も
利
用
す
る

場
合
は
、
本
別
紙
①

⑴
）
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 

デ
ー
タ
利
用
者
Ａ

が
、
Ｄ
Ｍ
を
作
成
し
、

Ｄ
Ｍ
使
用
者
Ｃ
に
使
用

を
さ
せ
る
場
合
は
、
最

新
性
や
誤
り
が
な
い
こ

と
（
正
確
性
）
に
つ
い

て
の
責
任
を
負
わ
な
い

旨
を
規
定
す
る
こ
と
が

必
要
。

 


 

利
用

規

約
に

対
す

る
合

意

の
ス

テ
ッ

プ
が

存
在

す
る

。
 

 
⑶
「
海
し
る
」（

泊

地
・
係
船
岸
壁
等
）

 

海
上
保
安
庁

 
＜
利
用
規
約
＞

 

ht
tp

s:
//

w
w

w
.m

si
l.g

o.

jp
/m

si
l/

D
at

a/
ki

ya
ku

_j
a.

pd
f  

「
海
し
る
」
の
デ
ー

タ
そ
の
も
の
は
事
実
に

関
す
る
情
報
で
あ
る
た

め
、
著
作
権
が
成
立
す

る
可
能
性
は
低
い
。
た

だ
し
、
地
図
も
利
用
す

る
場
合
は
、
著
作
権
の

問
題
が
生
じ
る
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

Ｄ
Ｍ

を
作

成
で

き
る

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

著
作

権

が
成

立
し

な
い

限

り
、

デ
ー

タ
の

第
三

者
提

供
は

可
能

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

デ
ー

タ

利
用

者
Ａ

が
、

Ｄ
Ｍ

を
作

成
し

、
Ｄ

Ｍ
使

用
者

Ｃ
に

使
用

を
さ

せ
る

場
合

は
、

最
新

性
や

誤
り

が
な

い
こ

と
（
正

確
性

）
に

つ

い
て

の
責

任
を

負

わ
な

い
旨

を
規

定

す
る

こ
と

が
必

要
。

 


 

利
用

規

約
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

利
用

規
約

に

記
載

さ
れ

た
内

容
ど

お
り

の
義

務
を

負
わ

な
い

と
い

う
解

釈
も

あ
る

。
な

お
、

定
型

約
款

に
該

当
す

る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

民
法

５
４

８
条

の
２

第

１
項

各
号

の
組

入
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要
件

を
満

た
さ

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

⑭
浮
遊
物

 
⑴
航
行
警
報

 
海
上
保
安
庁

 
＜
海
洋
情
報
部
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
リ
ン
ク
・
著
作
権

等
）
＞
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tp
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1.

ka
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o.

m
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jp
/c
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ig
ht
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m
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航
行
警
報
に
は
、
言

語
の
著
作
物
が
成
立
す

る
可
能
性
は
あ
る
が
、

航
行
警
報
に
掲
載
さ
れ

て
い
る
各
デ
ー
タ
自
体

は
、
事
実
に
関
す
る
情

報
で
あ
る
た
め
、
著
作

権
が
成
立
す
る
可
能
性

は
低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
海

洋
情

報
部

ホ
ー

ム
ペ

ー

ジ
に

つ
い

て
（
リ
ン

ク
・
著

作
権

等
）
」
に

つ
い

て
は

合
意

が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な

お
、

定
型

約
款

に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
⑵
海
の
安
全
情
報

 
海
上
保
安
庁

 
＜
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ン
ク
・
著
作
権

等
に
つ
い
て
＞
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海
の
安
全
情
報
そ
の

も
の
は
事
実
に
関
す
る

情
報
で
あ
り
、
著
作
権

が
成
立
す
る
可
能
性
は

低
い
。

 

 ※
１
⑴
に
記
載
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
著
作

物
性
の
問
題
が
あ
る
。

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

Ｄ
Ｍ

作

成
の

た
め

に
デ

ー

タ
を

使
用

す
る

こ
と

は
禁

止
さ

れ
て

い
な

い
 

 
出

典
の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 


 

第
三

者

提
供

は
禁

止
さ

れ

て
い

な
い

 


 

出
典

の

明
示

 


 

デ
ー

タ

を
編

集
・
加

工
等

し

た
場

合
は

そ
の

旨
も

明
示

 

特
に
な
し

 


 
「
リ

ン
ク

・

著
作

権
等

に
つ

い

て
」
に

つ
い

て
は

合

意
が

成
立

し
て

お
ら

ず
、

そ
れ

に
記

載
さ

れ
た

内
容

ど
お

り
の

義
務

を
負

わ
な

い
と

い
う

解
釈

も
あ

る
。

な
お

、
定

型
約

款
に

該
当

す
る

場
合

で

あ
っ

て
も

、
民

法
５

４

８
条

の
２

第
１

項
各

号
の

組
入

要
件

を

満
た

さ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 ＜
基
盤
的
地
図
情
報
に
関
す
る
権
利
関
係
＞

 

①
 

基
盤

的
地

図
情

報
に

つ
い

て
，

ま
ず

，
地

図
の

著
作

物
（
著

作
権

法
第

１
０

条
第

１
項

第
６

号
）
と

し
て

著
作

権
が

成
立

す
る

可
能

性
が

高
い

．
そ

の
た

め
，

基
盤

的
地

図
情

報
を

複
製

す
れ

ば
複

製
権

侵
害

（
著

作
権

法
第

２
１

条
）
に

な
り

，
改

変
す

れ
ば

翻
案

権
侵

害
（
著

作
権

法
第

２
７

条
）
に

な

る
．

ま
た

，
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
を

通
じ

て
基

盤
的

地
図

情
報

を
送

信
す

れ
ば

，
公

衆
送

信
権

侵
害

（
著

作
権

法
第

２
３

条
）
に

な
る

．
 

②
 

航
海

用
海

図
（
紙

）
や

，
航

海
用

電
子

海
図

は
，

水
路

業
務

法
第

２
４

条
の

適
用

を
受

け
る

た
め

，
複

製
す

る
行

為
に

つ
い

て
海

上
保

安
庁

長
官

の
承

認
を

得
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
．
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③
 

ダ
イ

ナ
ミ
ッ

ク
マ

ッ
プ

が
，

海
上

保
安

庁
が

観
光

し
た

海
図

等
に

類
似

し
た

刊
行

物
に

あ
た

る
場

合
，

そ
れ

を
発

行
す

る
た

め
に

も
，

海
上

保
安

庁
長

官
の

許
可

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
（
水

路
業

務
法

第
２

５
条

）
．

 

④
 

国
土

地
理

院
が

行
う

基
本

測
量

（
測

量
法

第
４

条
）
の

測
量

成
果

の
複

製
・
使

用
を

行
う

場
合

に
は

国
土

地
理

院
長

の
承

認
が

必
要

に
な

り
（
測

量
法

第
２

９
条

）
，

公
共

測
量

（
測

量
法

第
５

条
）
の

測
量

成
果

の
う

ち
図

表
等

の
複

製
等

に
つ

い
て

は
当

該
測

量
成

果
を

得
た

測
量

計
画

機
関

の
承

認
が

必
要

に
な

る
（
測

量
法

第
４

３
条

）
．

そ
の

た
め

，
基

盤
的

地
図

情
報

が
基

本
測

量
又

は
公

共
測

量
の

測
量

結
果

の
場

合
は

，
そ

れ
ぞ

れ
国

土
地

理
院

長
又

は
測

量
計

画
機

関
の

承
認

が
な

け
れ

ば
複

製
や

使
用

を
行

う
こ

と
が

で
き

な
い

．
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別添資料 2 海しる API パラメータ一覧 

海しる API で使用する主要なパラメータを一覧として整理した．各パラメータの詳細や

使用方法は，海しる API ウェブサイトから入手できる API 仕様書を参照されたい． 

 

(1) JSON 形式出力に関するパラメータ設定 

パラメータ 概要 設定 
LayerSelection ジオメトリ番号 1:Point 

2:polyline 
3:polygon 
-- 
6:黑潮 
7:津軽暖流 
8:対馬暖流 
9:宗谷暖流 
-- 
10:20m 等深線 
11:50m 等深線 
12:100m 等深線 
13:150m 等深線 
14:200m 等深線 

f 出力形式 json/geojson 
デフォルトは json 

where 条件   
geometry 空間フィルター   
geometryType ジオメトリ タイプ esriGeometryPoint:ポイント 

esriGeometryMultipoint 
esriGeometryPolyline:ライン 
esriGeometryPolygon:ポリゴン 
esriGeometryEnvelope:エンベロープ 
デフォルトは esriGeometryEnvelope 

inSR ⼊力ジオメトリの空間参照   
spatialRel 空間関係 esriSpatialRelIntersects:交差 

esriSpatialRelContains:包含 
esriSpatialRelCrosses 
esriSpatialRelEnvelopeIntersects:エンベ
ロープ交差 
esriSpatialRelIndexIntersects 
esriSpatialRelOverlaps 
esriSpatialRelTouches 
esriSpatialRelWithin:内 
esriSpatialRelRelation 
デフォルトは esriSpatialRelIntersects 

distance 距離検索条件 基点の経緯度と距離をカンマ区切りで
3 点⼊力，距離の単位は units で指定 
distance=135.0,35.0,100.0 等でテスト 

units 距離の単位 esriSRUnit_Meter 
esriSRUnit_StatuteMile 
esriSRUnit_Foot 
esriSRUnit_Kilometer 
esriSRUnit_NauticalMile 
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esriSRUnit_USNauticalMile 
デフォルトは esriSRUnit_Meter 

returnGeometry API の応答内容にジオメト
リ情報を含めるかを設定 

true 
false:ジオメトリ情報含まず 
デフォルトは true 

time   1970 年 1月1日からの経過ミリ秒で期
間の開始と終了 
時系列出力で，解析対象日を確認 

 

(2) 画像形式出力に関するパラメータ設定 

パラメータ 概要 設定 

Subscription key 
試用サブスクリプション
キー 

 

bbox 出力範囲を設定 経緯度をカンマ区切りで 4 点⼊力 
size 出力する画像のサイズ  

transparent 背景色を透明 
true:背景透過 
デフォルトは false 

dpi 解像度 デフォルトは 96 
mapScale 縮尺 1:mapScale の⽐率 

time 時間検索条件 
1970 年 1月1日からの経過ミリ秒で期
間の開始と終了 
時系列出力で，解析対象日を確認 

year 出力する年 年，2017/2018/2019 
layers 出力する年 月，show:1-12 
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別添資料 3 電子海図等の動向調査結果 

(1) 航海用電子海図（S-57 フォーマット） 
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(2) 航海用電子参考図 
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別添資料 4 ユースケース事例調査結果 
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別添資料 5 船舶版ダイナミックマップ試作版の使用方法 
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別添資料 6 船舶版ダイナミックマップ試作版に関するアンケート調査結果 

 

(1) 保有する資格（複数回答可） 

 

 

(2) 試作版プログラムの使いやすさについて 

設問：遭遇頻度データの表示や航路設定・修正の操作は容易ですか 

 

 

設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 

 ECDIS や本船上で利用している Passage planning 機能のあるソフト以外で航路修正の

操作を行う必要があり，航海計画作成の手数が増えることが懸念されます．ECDIS や

Passage planning ソフト上での可視化が理想的． 

 情報の見えやすさが良いと思う反面，使いこなすには，ある程度の慣れが必要なプログ

ラムとの印象を持った．一画面での完結ではなく機能ごとに画面を分けても良いと思う． 

 緯度経度による設定と画面の地図上での設定が可能な点が良い 

 動画を見た感じで，容易に使用できると想定できるが，取説をよく理解していないと難し
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いそう 

 扱い易さの評価の前に，安全に使用できる機器であるかの担保が必要 

 

(3) 表示内容の見やすさ (瞬間的な認識)について 

設問：試作版に表示される内容の見やすさとして，レイアウト（画面の大きさや配置）

や情報提示（色使いや情報の表現方法）の方法は見やすいですか 

 

 

 

設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 

 「海しる」とかわらない 

 ヒートマップ的に色分け表示されているため，判別が容易 

 文字や数値のフォントが小さい． 

 全般的に見易いと感じた． 

 

(4) 情報収集のしやすさ (現在の状況の認識)について 

設問：試作版に表示される内容の情報収集のしやすさとして，見合い関係別や時間別，

もしくは海域全体や経路上の輻輳度・衝突の危険性に関する情報を得ることは容易ですか 
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設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 

 「海しる」とかわらない 

 海域窓が小さい． 

 操作回数が多い． 

 見合い関係の種別毎の判断ではなく，複数船間の見合い関係になることが多いので，

すべての見合いを示すヒートマップがあれば十分． 

 

(5) 状況把握のしやすさ (現在の状況の理解)について 

設問：試作版に表示される内容の状況把握のしやすさとして，表示された見合い関係別

や時間別，もしくは海域全体や経路上の輻輳度・衝突の危険性に関する情報の理解は容易

ですか 

 

 

 

設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 
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 衛星測深データと海図情報との相違がわからないので，どのくらい信用してよいかわか

らない． 

 設定した条件を海域窓へ表示する等したら良い． 

 経路の輻輳度は，画面を見ただけで直感的に捉えられ見易い． 

 ヒートマップ自体は見やすい 

 

(6) 予測のしやすさ (近い将来の予測)について 

設問：試作版に表示される内容をもとにした予測のしやすさとして，実際に航海しよう

とする期間の衝突危険性や船舶の輻輳度を予測することは容易ですか 

 

 

 

設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 

 表示されているデータは過去のデータであり，実際の航海において過去と同一のシーン

が発生することはほぼないため，あくまで参考としてなら利用可能 

 統計情報から予測しても，現実の状況とは異なるので操船の役にはたたない． 

 閾値を設定し，閾値を上回る部分の航路にマーキングを表示すれば良い． 

 画面を見ただけで直感的に捉えられ見易い 

 実際の動きを見るにはマリントラフィックの方が状況把握がしやすい． 

 

 

(7) 意思決定のしやすさ (意思の決定)について 

設問：試作版に表示される内容をもとにした意思決定のしやすさとして，表示された過

去の情報及びご自身が予測した将来交通をもとに，低輻輳度を考慮した航海計画の変更・

承認の意思決定は容易ですか 
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設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 

 水深だけではなく航路情報等も考慮してコースを決定するので情報が不十分． 

 閾値を設定し，閾値を上回る部分の航路にマーキングを表示すれば良い． 

 ヒートマップを参考に変針点を変更することが安全に寄与するのか，他の要素もあるので

評価は難しい． 

 

 

(8) 遭遇頻度データの情報収集のしやすさについて 

設問：航海計画の立案・承認の使用目的に限らず，衝突の危険性や輻輳度の情報を得る

目的において，遭遇頻度ヒートマップを理解することは容易ですか 

 

 

 

設問：どの点が良い/悪いと思いますか．どのように改善すればよいと思いますか（自由

回答） 

 そもそも利用しないと思う． 
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 視覚的に認識できることで容易に理解できた． 

 衝突頻度予想を数値化して表現することは輻輳度予測に役立つと思う． 

 

(9) 遭遇頻度データの航海計画への活用について 

設問：遭遇頻度データを航海計画に使用したいと思いますか 

 

 

 

設問：その理由は何ですか．どのように改善されると使用したいと思いますか（自由回

答） 

 全球にてサービスが展開された場合は，新しく入港する港の PS へのアプローチの検討

時に活用可能． 

 内航船では航海計画をこのような形式では作成していないのではないか． 

 これまで利用していなかった情報のため，安全管理に役立てたい． 

 費用対効果の問題も出てくると思う． 

 マリントラフィックを見て交通流を把握した方が，多くの情報が得られる． 

 

(10) 付加情報を重畳したダイナミックマップの効果について 

設問：遭遇頻度データを地図上に重畳表示するダイナミックマップは航海計画に役に立

つと思いますか 
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設問：その理由は何ですか．どのように改善されると使用したいと思いますか（自由回

答） 

 ECDIS や Passage planning 用ソフト上での表示が理想です． 

 どれくらいの分解能を持っているのか不明なため，評価が難しいです． 

 必要な海図情報がない 

 他船がどのような航路を選択しているのか，把握できる点では役立つと思われる． 

 

(10) 遭遇頻度データの活用のしやすさについて 

設問：航海計画の立案・承認の使用目的に限らず，遭遇頻度データを衝突の危険性や輻

輳度の情報を得る目的で使用したいと思いますか 

 

 

 

設問：その理由は何ですか．どのように改善されると使用したいと思いますか（自由回

答） 

 データの分解能，精度がどれくらいか分からないため評価が難しいです． 

 海しるとかわらない 
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 これまで利用していなかった情報のため，安全管理に役立てたい． 

 費用対効果の問題も出てくると思います． 

 どのあたりから交通流が収束してくるのか，判断材料となる． 

 

(11) 航海計画立案・承認に有効なその他の情報 

設問：航海計画立案・承認の作業において，あれば便利又は有用と考えられるデータは

何かありますか．またどのような表示方法（例：見合い関係別，時間帯別）にすれば便利

だと思いますか 

 航行場所によって欲しい情報は異なる．特に出入港時においては，潮位や周辺の流速，

風向，風速等も重要な情報． 

 海図情報，航海警報，管区からの情報，漁船の操業状況など 

 潮流． 

 水深や離岸距離，No Go Area についても航路立案に考慮すべき． 

 

(12) ダイナミックマップのその他の活用方法 

設問：航海計画立案・承認の使用目的に限らず，ダイナミックマップに付加したい情報

は何ですか． その理由は何ですか 

 気象・海象は航海計画立案には必須． 

 災害対応（災害発生時に速やかな対応と被害状況を比較確認のため） 

 潮汐，潮流，風向，風速 

 海図情報が必要． 

 

(13) その他ご意見 

設問：その他，ダイナミックマップ試作版及び想定するユースケースについて何かご意

見がありますか 

 ユースケースに基づいて，データに対する要求精度，重畳するために必要となる事項等要

件整理を行っていただければと思います． 

 航海計画よりも，リアルタイムで必要な情報がほしい． 

 試作版プログラムについて，iPad 等のタブレットでの使用も想定した GUI をご検討頂けれ

ば幸いです． 

 ヒートマップの濃いエリアを外すことで燃費増大に繋がることもあり得る． 
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